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この報告 書は,日 本 自転 車振興会か ら競輪 収益の一部 であ る機械

工業振興 資金 の 補 助 を受 け て 昭和58年 度 に実 施 したr情 報処理教

育に関す る調査研 究 」の成 果 をと りまとめ た ものであ ります 。



本報 告書 の と りまとめに当 って

身体障害者 を対象に した情報処理教育の実施 ということが,一 般的 には

非常 に困難 な もの と して理解 されているようである。確かに,身 体障 害者

の持 ってい る肉体的な ハ ンディキ ャップは,情 報処理 教 育ばか りでな く他

の職 業訓練 等をも含めて,現 状 には幾多の障害が あるこ とも事実である。

しか し,最 近 にお けるエ レク トロニ クスの急速な進歩によって,こ れ等 の

障害は 逐 次 と り除 かれつ つあ り,ま た,と り除 くための各種 の研究開発 が

現に進め られてお り,環 境 は大 き く改 善 されつつあ る。

情報処理技術は人間の頭脳労働の所産によるところが多 く,肉 体的作業

は軽微 であ る。従 って,上 に述べ た よ うな新 しい近 代技 術の開発に よって,

身体障 害者の持っている肉体 的 なハンディが克服 され,効 果的 な情報処理教

育が実施 され るな らば,情 報 処理分 野の仕事は,身 体障 害者 に とって も時

代の求 める新 しい職域 として極 めて有望であるとい うことができる。

ご承知の ように,1981年(昭 和56年)は 国連 に よる 「国際障害者 年 」で

、あった。これにふ さわ しい各種の行事が各国において多彩に実施 されたこ

とは ご記憶になお新 しい ところであろ う。

当研修 センターは情報処理教育を専門に行 うわが国唯一の公的な機関で

ある。たまたまこの障害者年に当 り,こ れにふ さわ しい行 事の一 環 と して,

身体障 害者 を対象に した情 報処理教育の今後の在 り方等につき検討するこ

とに した。諸般の事情で後れ今 日や っと本報告書 を出す運びになったこと

を心か らお詫び申し上げたい。

内容は身体障害者に対す る情報処理教育についての実態 をわが国 とアメ

リカ両国について調査 し,併 せ て,こ れ らの調査結果 に基づ く提 言か ら成

っている。この報告書の まとめに当 り各委員か らいろいろなご意見が述べ

られているが,次 の二つ の事項は強 く印象 として残 っているので,ご 参考

までに一 言 これにふれて お きたい。一つは,「 米 国の情報処理 研修 中の障

害者か らは,税 金 か らの福 祉受給 を得 るよ りも健常者 と対等に就労 し競争



して,相 当の納 税者 にな ろ うとす る意欲の うかがえる例が多 く…… 」とい

うことである。いま一つは,「 教育訓練 に要す る費 用は,そ の何倍 かの福

祉予算 を節約 し,障 害者 自らそれに よって 真 の 意 味 での 自立 が可能 であ

る。」とい うことである。情報処理について適性があ り,か つ意欲の あ る身

体障害者 に対す る教育投資は,本 人の 自立 心 を培養す る と共に,最 も効果

的な財政 措置 の一 つで あ ると言 って も言い過 ぎではあるまい。同時にまた,

情報 処理技 術者 が不 足 して いる現状の下で,こ れに よって障害者に雇傭,

就業の機 会 が与 え られ れば,そ れは障害者 ひ と りの喜 びであ るばか りでな

く公的な立場か らも大変有意義なことと言わなければな らない。

以上のような経緯で生れた本報告書が関係者の方 々に広 く読まれ,今 後

の身体障害 者 を対 象に した情報処理教育普及の一助 として寄与できること

を心か ら願 って止 まない。

最後に,本 報告書 の と りま とめに当 って ご協力いただいた宇都宮敏男委

員長始め委員並びに専門委員各位及び本調査のため訪問させていただいた

各機関の関係各位に対 して深 く感謝の意 を表 したい。

昭和59年3月

財団法人 日本情報処理開発協会 常務理事

情報処理研修センター 所 長

河 村 篤 信
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1.序 論

1.1.は じ め に

わが 国の身体 障害者 の リハ ビ リテ ーションに関す る現状 は,医 学的 には 相当の進歩が あ

り,先 進の欧米諸 国の それに伍 す るほ どにな った とい えよ う。 しか し社会 的には 古来の伝

統 ・風 習の影響 が払拭 されな いため に,ま た,住 居や 交通 な どの環境が障 害者に対す る配

慮不十分 なために,と りわ け障 害者の通勤 就労には 大きな不利益 が伴 うことを否定で きな

い。漢字仮 名ま じ りとい う国語 の特殊性は特 に視覚障害 者の大 きな 負担 とな るこ とも事 実

であ る。

欧米先 進国社 会にお いては,人 はそ の身体 の障害 の故に差別 され てはな らない とい うこ

とはすで に確 立 した通念 であ る。その ために社会環境 の整 備 も進んで お り,障 害者 と非 障

害者の共学 をは じめ,就 労そ の他の一般社会 活動の場 に非差別 の実績は相 当に高 く評価 で

きる。

残念 なが ら我が 国では この共 存の思想 ・倫 理が十 分に各方面 に浸透 して いる とは い えな

い。障害 者 と非障害者 の間の 相互疎外感 の解 消 も不 十分で あ る。

しか し,近 年の いわ ゆ る情 報化社会へ の変革の激 しい流れの 中に あって,障 害者の雇 用

環境 の改善 を真剣に考 えるこ とは極 めて重 要になってきた。社会 環境 の整 備 を待 って とい

うこ とでな く,可 能な 方策が あれば早急 にその実現 を図 るべ きで あ ろ う。

電子計 算機 等に よる情 報処 理技術は 人間の知能的 労働 を最重点 と してお り,肉 体的作業

は軽 いので,身 体障害 者の ハ ンディキ ャ ンプを近代技術 に よ り克 服 し,効 果的な教育 ・訓

練方法 を開発す るこ とがで きれば,障 害 者が非障害 者 と共 存 し得 る職業 としては極め て有

望であ る。 もち ろん我 が 国で も筑波大学 におけ る障害 者の高等教 育課程 設立の構想が あ り,

国立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンターにおいては情 報処理教育の 課程が あ り,熱 意の あ る

私企業 の行 っている障 害者情 報処理教 育 もい くつか存 在す る。 しか しその収容能力は限 ら

れ てお り,先 進 国の例 に くらべ ては なはだ微 々た るものがあ る。 一方,技 術 者,医 学者 の

リハ ビリテーシ ョン工学 の研 究 ・開 発に対す る寄 与の努 力 も少なか らず あ るが,情 報処 理

業 務に広 く実用化 され てい る実績 には 乏 しい。そこで先ず 広 く内外 の身体障害者の情報 処

理教 育 ・訓練の実態 を調査 し,検 討 を加 えて,我 が国の実情 に適 す る方策 を提言 しよ うと

す るものであ る。
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1.2.身 体障 害者 の情 報 処理業務 への就労

国の統計に よれば 就業年 齢(18才 以上)の 身体 障害者数は 約198万 人で あって(昭 和55

年度 「厚生省身体障 害者実態 調査 」),そ の うち約64万 人,就 業率 は32.3%で ある。 これ

は非障害者の就業率64.4%に 比較 してか な り低 くな ってい る。(表1～6参 照)

表1身 体障害者の就業状況推移

項 目

調査年月

身 体 障 害 者
一 般

総 数 就 業 者 不就業者 就 業 率

1960年7月

ユ965年8月

1970年10月

1980年2月

829千 人

1,048

1,314

1,977

387千 人

412

579

638

442千 人

636

735

1,320

46.7%

39.3

44.1

32.3

70.6%

66.8

68.8

64.4

注1:1980年2月 の調査 には,無 回答1万9000人 が未掲載である,

資料:全 国社会福祉協議会 『体の不 自由な人びとの福祉』(厚 生 省 「身体障害者実態

調 査結果 」を まとめた もの)1981年9月 発行.一一般は総理府 「労働力調査」によ

る,

表2民 間企業における身体障害者雇用状況推移

年 度
項 目

1977年

(昭 和52年)

197S年

(昭 和53年)

1979年

(昭 和54年)

1980年

(昭 和55年)

1981年1982年

(昭 和56年)(昭 和57年)

企 業 数 35,580 34,739 35,293 36,093 36,84737,526

常用労働者数(人) 11,771,880 11,436,902 11,494,705 11,934,480 12,238,31912,514,208

身体障害者数(人) 128,429 126,493 128,493 135,223 144,713152,603

年 間雇用 数(人) 一 8,064 8,780 11,366 13,62514,148

年 間 増 加 数(ノ、) 一 △1,936 2,000 6,735 9,4857,890

身体 67～99人
12,711
(1.71)

11,571
(1.68)

11,759
(1.66)

12,194
(1.68)

13,17713,335
(1,81)(1.78)

s

障ヨ
(rコ
100～299

42,56S
(1.48)

42,193
(1.49)

41,878
(L46)

42,973
(1.45)

44,32545,145
(1.46)(1.46)

者
数
(

300～4gg
14,1{)3
(1.Ll)

13,819
(1.19)

13,963
(1.19)

14,807
(1.20)

15、47415,642

(1.21)(1.22)

人
.

500～ggg
14,677
(LO4)

14,357
(1.04)

14,673
(1.05)

15,350
(1.05)

16,14616,684
(1,08)(1.10)

雇
用
率

1,000人 以上 4・1,370

(0,80)

44,553
(0.83)

46,220
(0.86)

49,904
(0.90)

55,59161,797
(0.98)(1.05)

%
) 計
(平 均)

128,429

(ユ.09)

126,493
(1.]1)

128,493
(1.12)

135,228
(L13)

144,713152,603
(1.lS)(1.22)

.lr

下
達
67～99人 42.3 42.8 42.9 42.2 38,638.4

成 100～299 43.2 43.5 43.7 44.0 42,442.3
企
業
300～499 54.5 56.4 56.9 57.8 57,757.1

の 500～999 64.1 65.9 66.0 67.4 66,765.5
比
率
1,000人 以 上 78.9 79.5 79.4 81.5 81,078.6

(
0/
/0
)
言卜(平均) 4τ.2 ・…1・8・ ・

オ
49・5146・646・2

注1=こ この数値は,雇 用率の適用を受ける67人 以上の民間企業におけ る身 体障害者 の雇用状

況.

2=身 体障害者数は,重 度障害者については ダブル カウ'ントしてある,

資料:労 働省 「身体illほ9者の雇用の現状」(毎 年6月1日 現在 の報告).
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表3民 間企業における産業別身体障害者の雇用状況推移

で 1977年

(昭 和52年)

1978年

(昭 和53年)
1979年
(昭 和54年)

1980年

(昭 和55年)

1981年

(昭 和56年)

1982年

(昭 和57年)
項

目

産業別

身体障害者数

(人)

雇用率

(%)

未達成
企業(%)
身体障

敢ヂ
雇用
率
(%)

未達成
企業
(%)

身体障 「

害者数(人)
雇用率

(%)

未達成
企業
(%)

身体障害
者数(
人)

雇用
率(%
)

未達成
企業(%)
身体障
害者数
(人)

雇用
率
(%)

未達成
企業
(%)

身体障
害者数
(人)

雇用
率
(%)

未達成
企業
(%)

農 林 漁業 215 1.21 42.2 223 1.16 42.6 232 1.20 40.3 224 1.23 36.9 214 1.27 40.5 228 1.24 37.9

鉱 業 1,087 3.20 22.1 981 3.48 24.3 839 3.83 23.9 897 2.97 20.3 888 2.93 19.4 772 3.27 17.2

建 設 業 5,732 1.09 40.8 5,391 1.05 44.7 5,279 1.05 42.5 5,582 1.06 44.1 5,863 1.10 42.0 6,148 1.13 40.8

製 造 業 77,078 1.31 34.6 74,141 1.33 35.0 73,743 1.34 35.0 76,943 1.34 35.1 81,081 1.38 33.4 84,040 1.42 33.8

卸売 ・小売
業

13,549 0.65 67.5 13,447 0.64 68.6 13,467 0.63 69.0 147080 0.64 70.2 15,404 0.67 68.2 16,188 0.69

s

67.4

金 融 ・保険
・不動産業 5,851 0.48 71.3 6,295 0.51 73.8 7,728 0.62 73.9 8,879 0.71 73.5 10,650 0.84 73.0 12,945 0.97 70.9

運輸 ・通信
業

7,914 1.28 40.6 7,973 1.28 41.1 8,084 1.29 39.8 8,434 1.30 39.0 8,656 1.33 38.1 9,095 1.38 36.8

電気 ・ガス
・水道業 1,747 1.01 74.2 1,765 1.05 75.6 1,949 1.09 64.6 1,975 1.08 63.9 2,092 1.16 56.7 2,215 1.22 59.2

サ ービス業 15,256 1.29 50.2 16,277 1.37 48.8 17,172 1.36 49.9 18,214 1.38 50.1 19,865 1.41 47.9 20,972 1.42 47.1

計(平均) 128,429 1.09 47.2 126,493 1.11 47.9 128,493 1.12 48.0 135,228 1.13 48.4 144,713 1.18 46.6 152,603 1.22 46.2

注1:こ この数値は,雇 用 率の適用を受ける67人 以上 の民間企業におけ る身体障害者 の雁用状況.

2:身 体障害者数は,重 度障 害者については ダブル カウン トしてあ る.

資料:表2と1司 じ.

表4特 殊法人における身体障害者雇用状況推移

年 度 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年

項 目 (昭 和52年) (昭和53年) (昭和54年) (昭和55年) (昭和56年) (昭 和57年)

企 業(法 人)数
(か所)

93 98 103 100 97 96

常用労働者数(人) 72,441 72,216 73,925 74,033 74,895 75,234

身体障害者数(人) 689 868 949 994 1,172 1,347

雇 用 率(%) 0.95 1.20 1.28 1.34 1.56 1.79

未達成企業の割合(%) 73.1 66.3 64.1 63.0 51.5 27.1

注1:こ の数値は,雇 用 率1.8%の 適用を受け る企業(法 人)に おけ る身体障害 者の雇 用状 況.

2:身 体障害者数ぽ,重 度障害者につい ては ダブノレカウソ トしてあ る.

資料=表2と 同 じ.
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表5国,地 方公共団体等(非 現業的機関)に おける身体障害者雇用状況推移

項 目
年 度1977年1978年(昭 和53年)
(昭和52年) (1979年昭和54年)(購 践)(嬬 轟)(1最 羅 鬼)
＼

機 関 数(か所) 3,747 3,790 3,789 3,820 3,825 3,854

職 員 数(人)
(除外職員を除く)

2,015,819 2,203,306 2,028,900 2,040,817 2,050,312 2,053,328

身体障害者数(人) 36,833 37,229 37,184 37,095 37,847 38,444

雇 用 率(%) 1.83 1.84 1.83 1.82 1.85 1.87

注1:こ の数値は,雇 用率1.9%の 適用を受け る,国,地 方公共団体等 の非現業的機 関におけ る身

体障害者雇用状 況.

2:身 体障害者 数は,重 度障害者につい ては ダブル カウン トしてある.

資料:表2と 同 じ.

表6国,地 方公共団体等(現 業的機関)に おける身体障害者雇用状況推移

年 度
項 目

1977年

(昭 和52年)

1978年

(昭 和53年)

1979年

(昭和54年)

1980年

(昭和55年)

1981年

(昭和56年)

1982年

(昭 和57年)
一

II 1 1

　

　
ラ

　

　

所

人
く

人

%

當

薮

敢

闘
員
灘

用

機

殿
㊥
身

雇

279

751,984

13,560

1.80

251

746,469

13,840

1.85

251

744,325

13,795

1,85

250

737,799

13,685

1.85

275

721,573

13,624

1.89

268

705,698

13,393

1.90

注1;こ の数値は,雇 用率1.8%の 適用を受け る,国,地 方公共団体等 の現業的機関におけ る身体

障害者雇用 状況.

2:身 体障害者数は,重 度障害者 につい ては ダブル カウン トして ある.

資料:表2と 同 じ。

,引用文献 表1～6手 塚直樹,松 井亮輔 「障害者の雇用 と就労 」昭和59年 光生館
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昭和51年 に改正 された身体障害 者雇用促進法 によ って民 間企業の法定雇用 率は1.5%で

あ るが,実 雇用 率は 昭和57年 において1.22%で あ る。 これ までの障害者の就業 形態は視 覚

障害者 の鍼灸術 ・按摩術,聴 覚 障害 者お よび肢 体不 自由者 の木工 ・金工 ・組 立 ・配線 な ど

の軽加工 業 務が主 であ って,情 報処理の よ うな よ り知能的業 務への就労の 門戸は狭 いのが

実状で あ る。

一 方,昭 和54年 設立の 国立職業 リハ ビリテー シ ョンセ ンターには情 報処理教 育課程が 設

け られ,ま た民間 の福祉 法人 日本 ライ トハ ウスそ の他で全盲者に対す る計算機 訓練が実 施

され てお り,修 了者数は おのおの10名 程度 では あ るが 大半の就労が実現 してい る。 さ らに

民間 の ソフ トウェア会社 にお いて も,身 体 障害者 の受 入れ と訓練(OJT.onthejob

training)を 行 うところ,内 部障害 者集団が再就業 難のために 自立 を目指す ソフ トウェ

ア会社 を興 して奮 闘す る ところ,等 が現 われ てい る。

いわゆ る情報化時代 に入 り,今 後 の情報 処理業 務は 広範 な分野で進展 し,就 労の職種 の

変遷が あ き らか とな り,特 に情 報処理技術 者の不足が憂 慮 され るよ うにな った。 障害者 の

なか には 当然 この 分野 に能 力を発揮す る素 質のあ る人 があ るが,障 害の故 に教育 の機会 を

逸 し,あ るいは 入出力操 作の不便 のために就業 を困難 に していることは 事実で あ る。

現在 の情 報処理業 務は ビデオ表示 とキ ー操 作が マ ンマシ ンイ ンターフ ェイスの不可 欠要

素で あ るために,視 覚障 害者 と上肢運 動機 能障害者 には 大 きな ハ ンディキ ャ ップとなる。

また,職 務上の対 人会 話が必要 となる場面 では聴覚障害,出 張業務 を伴 う場合 には さ らに

下肢運 動機 能障害 もかな りの ハ ンデ ィキ ャ ップ とな る。

しか し近年 の マイ ク ロエ レク トロニクスの格段の進 歩に よ り,文 章(テ キス ト)の 音声

変換,音 声 の テキ ス ト変換(音 声認識),文 字 と点字 との 自動的相互変換,文 字 や図形 の

触覚像変換,そ の 他の障 害者 向きの コ ミュニケーシ ョン援 助技術 が開発 され,あ るいは開

発途上 にあ る。 また,一 般 通信回線 に対 して もフ ァクシ ミリや遠 隔端 末操 作 な どに これ ら

の技術 を応 用す るこ とに よ り,在 宅の勤 務 も可能性が 高 くな ってきた。 したが って情報 処

理 に対す る頭脳 的適性が あ り,か つ意欲 を もつ障害者 に とっては 身体障害 の ハ ンデ ィキ ャ

ップを克 服で きる途が大 いに開 けてきた とい える。

そ こで身 体障害者に対す る情報処理教育 ・訓練の効果的 方法 を研 究 し,そ の実 現 を図 る

ことには重 要な意義が あ る。

t.5.米 国 の 情 勢

最近の米 国の訪問調査 に よれば,障 害者 の情 報処理教育 ・研修は,

1.連 邦政府 の管轄に よ る大型施設

2.州 政府や 市 ・郡 な どの 自治体の運営す る職 業 リハ ビ リテ ーシ ョン施設
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3.民 間 企業共 同体の運営す る小型の情報 処理専 門の施設

4.自 立 を 目指す障害者 集団の運営す る同上 の施 設

な ど多様な形態が あ る。

特 に注 目され たのは 地域 的な小型の情 報処理研 修施設で あ って,情 報処理業 務の雇用 を

行 う企 業群が積 極的支援 を して設立 し,実 務 者を指導員 として派遣 し,雇 用す れば直 ちに

業 務に対応で き るよ うな准OJTを 指 向 してお り,製 造業,銀 行 ・保険業,流 通業 な どの

集中す る小 都市に逐次新設 され てゆ く傾 向が 認め られ る。 また米 国の情報 処理 システ ム業

界で指導的 な地位 を占め るIBM社 は 障害者 の就業に ついて極 め て熱心で あ り,教 育 ・訓

練 プロ グラムを多数 の施設 に供給 して い るこ とも注 目に値す る。

なお米 国の情報 処理研修 中の障害者か らは,税 金か らの福祉受給 を得 るよ りも 健常 者 と

対等 に就 労 し競争 して,相 当の納税 者 になろ うとす る意欲の うかが える例が 多 く,全 般に

明朗性 を感 じた とい えよ う。

もちろん我が 国 とは 障害 者の社会環 境が異 な るので直 ちにこの方式の導 入 を計 るこ とは

むつ か しいに して も重要 な参 考 と して尊重す る必要が あ る。

1.4.調 査 研 究 の 主 要 課 題

先ず必要 な こ とは内外の実態 を把握す るこ とで ある。す なわ ちすで に国内で実 施 されて

いる教育 ・研修施設の訪問 調査 を実施 し,外 国 における教育 ・研修 施設お よび 周辺 環境の

実態調査(文 献お よび視察 調査)の 結果 を参 考 に して,十 分 な検討 を行 い,我 が国の環境

に適 した教育 ・研 修施設の概 念 を提案す るこ とを 目標 とす る。 このなかで も身体障害者の

コ ミュニケー シ ョン支援技 術の動 向調査 検討,教 育 ・研修 プ ログラムの検討,立 地条件,

在宅勤務の可能性 な どは 主要 な課題で あ る。

国際連合は社会 福祉 高揚の ため1981年 を障害 者年,1983年 を コ ミュ ニケーシ ョン年 とし

て各 国の一層 の努力 を呼びか けてきた。我が 国の コ ミュニケー ションに関す る技術 的基盤

は国際的 に も上位にあ り,産 業 ロボ ット技術 その他 のマ イ クロエ レク トロニ クスに於 いて

も先 進性 が顕 著であ る。 これ らは いずれ も障害者 の職業 リハ ビ リテ ーシ ョンに貢献 し得 る

もので あ るか ら,将 来動 向 をふ まえた検討 が重要 であ る。
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2.成 果 の 概 要

2.1.我 が国の身体障 害者 情報 処理教育施設の現状概観

我が 国では 障害者の情 報処理教 育の歴史が浅 い とい う事情は あ るが,実 施施設の数は 国

公立 ・私立 を含めて15ケ 所 程度 で現 在研修生数は総計 して50～60名 程度,研 修修了者で実

務に就業 してい るものの数は 未だ非常に 少ない。職種は キ ーパ ンチ ャ,プ ログラマが主体

で あ るが,下 肢だ けの運 動障害 者は 高度 の システムエ ンジニヤ として活躍 している例 もあ

る。

しか し民間の意欲的 な研修 施設,内 部障害者 の 自立 を 目指す 研修兼実 務施設 な どもあ り,

各 方面の 多様な努 力には大 いに評価すべ き ものがあ る。 日本キ リス ト教奉仕 団アガペ身 体

障 害者作業 セ ンターや 東京 コ ロニ ー トーコロ情 報処理 セ ンターでは,主 に運 動障害 者に対

して情報処 理技術 の研修 を行 い,就 職 の斡 旋,あ るいは セ ンター内 での受注作業へ の就 労,

在宅就労 システ ムや サ テ ライ トオ フィス就労な ど意欲 的な活動 を行 って いる。 また 福祉 法

人 日本 ライ トハ ウスでは全盲 者 を含 む視 覚障害者の プ ログラマ養成 に 多 くの実績 を挙 げ て

いる。最近,腎 透析 を受 け る内 部障害 者が離職 を余儀 な くされ,再 就職難の ために 自立す

べ くソフ トウ ェア会社 を設立 し,教 育 を受 けつつ実務に も意欲 を燃 や してい る事例 が現わ

れた(株 式会社 ニー レ)。 長時間 の透析 中 にも作業 を して,生 産活 動 を高め ようとす るも

ので,我 が 国の雇用環境 に起 因す る ところ もあ るが,障 害者 自 らの行動 力の発現 とい う面

を評価 した い。

さらに 国公立の機関 としては,国 立職業 リハ ビ リテ ーションセ ンタ ーに視 覚,聴 覚,運

動 の各種障害者に対す る情 報 処理科が あ り,そ れぞれ数名 の訓練生 が 在籍 してお り,ま た

筑波 大学では聴覚障害 者短期 大学 情報技術科 を設立す る構想 が進行中で あ る。一般 に研修

後 の就業率は 高 く,障 害者 に とって優秀 な情報 処理技術 を習得す るこ とは 自立のた めに非

常 に大 きな効果が あ る。

充 実 した教 育設備 と教員組織 を有す る国立施設において定 員に満た ない とい う例 もあ る

が,我 が 国全体 としての情 報処理教育 の規 模は 小 さい。

2.2.技 術 的 援 助 機 器 シス テ ム の実 態

障害 の種 類 ・態様 によ って援助機 器に対す る要求は 様 々であ り,研 究段階 では 多 くの提

案が あ るに もかかわ らず,企 業 の製 品対象にな り難いので,研 修施 設で利用 されてい る機

器 ・システムは極め て貧弱で あ るといわ ざるを得 ない。米 国TSI社 で開発 されたオ プ タ
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コンが視覚障害者用 と してか な り利用 され てい るが,作 業現場視察 の結果 では,障 害者に

かかる文字読取 りの 負担は相 当に過 大 であ って,音 声変換 等 の近 代技術 の応用 機器 の実用

化が強 く望 まれ る 。

通商産業省工業技術院 の医療 ・福祉機器開発委託制 度に よ り,点 字複製装 置の開発(昭

和54年),植 込型補聴器 の開 発(昭 和58年)等 が行 われ,ま た盲 人用読書器 の開発が 進行

中で ある。 このよ うな国 と しての事業 に も強 く期待 し,実 用化 と普及化 を待 ちたい。

なお情報処理教育以前 の課題 ではあ るが,計 算機 利用 に よる視 覚 ・聴覚障害者 の感覚代

行 ・補償 の方法 に関す る共同 研究が(財)国 際科学振 興財団 と日本 ア イ ・ピー ・エ ム(株)

によ り実 施され,報 告 書が刊 行 され てい る(昭 和58年12月)。 情 報処理分野 での大きな課

題 で もあ るので,よ い参考 とな ろ う。

一 方,民 間企業 の千葉 電子 計算 セ ンターには 国産点字端末装 置に パ ー ソナ ・レコン ピュー

タを組合 わせ て,国 立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンター研修 を経 て 入社 した視覚 障害 者が

中心 とな って ソフ トウェアを開 発 し,BIPS(BrailleInformationProcessingSystem)

と称す るシステ ムを構築 し稼 働 させ てい るとい う例が あ り,今 後の発展が 望まれ る。

2.5.教 育 プ ロ グ ラ ム の 実 態

教育 プログラムに関 しては 非障害者 に対す るもの と特別 の相違は ない とい えよ う。大 多

数の教育施設で 目標に してい るのは,通 商産業省の実 施 して いる情報 処理技術 者国家試 験

の第2種 合格 であ る。 しか し,感 覚障 害者に とっては相 当の難関で あ るの も事実であ る。

一方 ,研 修以前の教育 の事情 に応 じた教養 や専門知識 の補習 を し,発 表 ・討 論の訓練 を

課 している ところが あ り(福 祉法 人 日本 ライ トハ ウス),こ れは米 国に見 られた 多 くの実

例 と一致す る し,特 に我が 国の障害 者教育の実状 を考 える と必要性 が大き い。

なお一般情 報処理教 育に も当ては ま るこ とでは あるが,計 算機 支援(CAI)シ ステム

は障害者教育 ・訓練 に効果 を発揮す るであ ろ う。障害者 に対 しては 個人教育の形態にな ら

ざるを えないので,教 師の 負担軽 減 と教育能率 の向上 のために重要 な課題であ る。

研修 を修 了 した障害 者のなか には 教師 としてそ の施設に留 ま るこ ともあ る。適切 な就職

が できない とい う事情 もあ るが,そ の反面,障 害者 が教師で あれば 研修生に対す る励み と

な ることもあ るか ら,少 数の優秀 な障害者 を教師 に登 用す るこ とは 奨励すべ きで あ る。

2.4.米 国 と の 比 較

これ までの研修者数,施 設数な どによる限 り日本の障害者 に対す る研修規模は非常 に小

さい とい える。 これは米 国の情 報処理 産業 の先進性 の故 もあろ うが,障 害者 リハ ビ リテー

シ ョンにおけ る我が 国の後 進性に よ るこ とが 主理由で あ ると考 え られ る。
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特に米国民間 企業の積極的 な意欲が 施設の設置,研 修 プ ログラム作成ほか全般 に大 き く

貢献 してい ることは注 目 され る 。また研修生に障害 者 と しての甘 えの意識 が感 じられ ない

ことは 注 目され る。研 修生採用 に 当っ ては,厳 正に適性試 験を行 い 就職 のための勤務 時 間

遵守,服 装,意 欲 な どは 非障害者 と同等 と し,専 門職 業 としての競争に耐 えられ るよ うに

訓練す る趣 旨が徹底 してお り,こ の点は我 が 国におい ても十分考慮す る必 要があ る。 なお

テキサ ス リハ ビ リテ ーシ ョン研究所(TexasInstituteforRehabilitationandResea-

rch,T,1,R,R)に おい ては,人 工 呼吸器 を装 着 した技師が僅か に残存す る上 肢機能 を用

いて,プ ロ ミン グに精 励 してい るの を 目撃 した。 この よ うな限界的 な例は我 が国では 想像

し難いが,将 来 の重 要な参考 にな る。

2.5.将 来 展 望

我が 国の情報 処理産業お よび関連業 務は米 国 と ともに世 界の主導的 な地位 を占め るに至

った。 しか し障 害者雇用に つい ては懸隔が著 しい。 この点 に関 しては財 団法人情報 処理開

発協会情報 処理研修 セ ンターが存在す るか らには,そ ここそが特 に将来 を展望 して研究 し,

主導的に障害者 雇用の課題 を推進すべ きで あ る。 米 国に見 られ るよ うな小規模の地 方分散

形研修施設 の設立に直接関与 あ るいは間接支援 の方策 を講 じ,雇 用者 とな る業界諸 団体,

障害者 団体,官 公庁そ の他 の理解 と協 力を求 め,広 く各方 面への 施策提 言 を行 うな どの努

力 を し,こ れ らを端緒 として障害者 を包含 した国民全体の 福祉の発展 に寄 与すべ きであ ろ

う。

この際,将 来の情報化社会 の動 向に留意 し,情 報 処理業 務の質的 および量的変遷 に対 し

て,障 害 者が再び取 り残 され るこ とのない ように,入 念 な構想 を建 て るこ とも重 要であ る。
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3.身 体障 害者 情報 処理教 育 の実態 一国 内編 一

5.1.視 覚障 害 の 場 合

ろ.1.1.社 会福祉法 人 日本 ライ トハ ウス

(1)概 要

D所 在 地

大阪市鶴 見区今津 中2丁 目4番37号

iD設 立

社会福祉 法人 日本 ライ トハ ウスは,ア メ リカ海外 盲人援護協 会(現HelenKeler

International:HKI)の 支援 の も とに昭和40年 に開設 され,社 会適応訓練(生 活

訓 練)部 門 と職 業訓練 部門 を有 してい る。職業訓 練 部門 に情報 処理科 を設 けた のは 昭

和48年 か らであ る。

iit)主 な 業 務

社会適応訓 練は,行 動訓練,日 常生活 訓練,コ ミュニ ケーシ ョン訓練,感 覚訓練 が

あ り,視 覚障害 者が 自分 自身の生活,外 出,社 会 との コ ミュニケーシ ョンが 出来るよ

うに訓練 をす る。 職業訓 練は,視 覚障害 者が職 を得 て経済的 に独 立で きるこ とを 目標

としてお り,構 内電話交 換科,情 報 処理科,機 械科 があ る。昭和56年 度か ら,労 働 省

の雇用促進協会訓 練機 関の認定 を受 け,職 業訓練 部門は職業訓 練校に準ず る扱 い とな

った。又,中 途 失 明者 の場 合,元 の職業 に復帰で き るよ うに特 別の訓練 をす る コース

も用意 され てい る。

iv)受 講 定 員

情 報処理科 の定 員は年 間7名 で あ る。希 望者は 多数お り,定 員は常 に満た され てい

る。 しか し,プPグ ラマ としての能 力が充 分な人 だけで定員 を確保す るのはやS困 難

のよ うで あ る。

V)卒 業 生

15名 の卒業生が プ ロ グラマや キ ーパ ンチ ャ として就 職 してい る。視 覚障害者に情報

処理教育 をす ることでは,日 本にお ける草分け的 な機 関で10年 の実績 があ り,卒 業生

もかな り多い とい える。

(2}受 講 資 格

義 務 教 育 を終 了 し,視 覚障害 の身 体障害者 手帳 を有す るこ と,及 び,医 療上の治療

をほ とん ど必 要 とせ ず,日 常生 活がで き,訓 練や就 労に充分耐 えられ る体力 を有す る
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こ と。情報 処理科 を受 講す るには,IBMの プ ログラマ適性 テス トに合格す るこ とに な

ってい るが,良 い点 を取れ る人は 少ない。 教育の 目的は,視 覚障害 者の職域拡大 を第一

としてい るので,本 人の意欲 を重視 してい る。従 って,訓 練開始時 の レベ・レは必ず しも

高 い とは い えな い。 どち らか とい えば,本 人が望むな ら適性 テス トの結果が相 当低 くて

も訓練 してい る。 もし,途 中で無 理だ との結果 がで ても,こ の よ うな基 本姿勢 を取 って

いる と,受 講 者本人が納 得す るとい うこ ともあ る。

(3)教 育 ・訓練

i)カ リキュ ラム

訓練期間は2年 間,約2,000時 間で あ って,そ れ を6学 期に分 けている。 カ リキ ュ

ラムは表1に 示 す よ うに,プ ログラマ としての教育だ けでは な く,企 業内で働 け るよ

うに との配慮 か ら,教 養 や専 門知識 にも力を入れ てい る。 教養の発表 ・討論 とは,毎

回 テーマを定 め,発 表 者が 自分で本 を調べ,そ れ をま とめて発表す る。他の受講 生 と

の質疑応答 を通 じ,就 労後の社会性 を訓練 してい る。 全 員につ いて週1回 の割 合で発

表 の順 番が 回 って くる。

表1.カ リキ ュラム

学期 コ ン ピ ュ ー タ 教 養 専 門 知 識

1 鰍(コ ンピュータ及びプ ログラ ミング) 発 表 ・討論
、

企業に関する知識

2 ア セ ン ブ ラ 企業の組織

企業の業務内容

3 コ ボ ル
,

4 実 習

5 時間のある人には

PL/1の 実 習 ノ

6 ↓SEの 基 本 ↓

ii)訓 練 用 機 器 ・装 置

計 算 機 はIBM8100を 有 し,又,IBMデ ー タ セ ン タ ーへ のRJE端 末 が 用 意 され

て い る。 デ ィ ス プ レイ や プ リン タ出 力 読 取 り用 に オ プ タ コ ンが 数 台 用 い られ て い る。

iiD教 材

基 本 的 には 点 字 の オ リジナ ル を 作 っ て い る。 マ ニ ュ ア ル 類 も点 字 で 作 っては あ るが,

充 分 とは い えな い 。 点 字 で 作 る には コ ス トが か か り,又,各 メ ー カの機 器 に よ っ て マ

ニ ュ ア ルが 異 な る ので ,事 実 上 不 可 能 では な い か,と の意 見 もあ る。

自主 教 材 には,ボ ラ ンテ ィ ア の協 力 に よ る 音声 用 カ セ ッ トテ ー プも用 い られ て い る。
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iv)実 習

最 初にア セ ンブラで計算機 の基 本

を理解 させ る。 プロ グラ ミン グ言語

にCOBOLを 選 んだのは,就 職 し

やす いか らで ある。実 習は,(1原 稿

を点字で書 く,(2)キ ーイ ン,(3)デ ィ

ス プレイ上 をオ プタコ ンで読み なが

らデバ ッグの順で行わ れ る(写 真1,

2,3)。

教師がつ く実習 ・教 育は1週 間で

20時 間であ る。それ以外 の時間は 自

習であ る。

(4)教 育 ・訓練上注意 してい る点

非障害者 と同一職場 で就 労す るため

には人間関 係が重要 であ る。 その ため,

コンピュータ教育 と並行 して,発 表 ・

討論 の場 を設け,社 会性 の教育 を して

い る。

視覚障害 者の 自立 を第一 と考 え,適

写
真
t

点
字
原
稿
を
読
む

写
真

2

キ

ー

・
イ

ン

性判定 よ りは本人の希望 ・意欲 を優 先 させ てい る。
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写
真

5

オ

プ

タ

コ

ン

て
デ

ィ
ス
プ

レ
イ

を
読

む

アセア ンブラを教育す るのは,少 ない時 間や情 報で,計 算機 の基 本 をな るべ く早 く理

解 させ るこ とを意 図 してい るか らで あ る。

(5)教 育現場か らの感 想 ・問題点

弱視老はす ぐ訓 練に入れ るが,先 天性全盲者は訓練 に入 るのが最 も困難 で ある。 又 弱

視者は会話型 デ ィス プ レイであ る程度教育が行 えるが,全 盲者は オ プタ コンを使用す る

ので困難が ともな う。 特に マ ニュアル類 を検索す るのが 困難で,デ ィス プ レイ との組 合

せでの改 良が望 まれ てい る。

ライ ンプ リンタは点字 の ものが開発 され てお り,有 効 ではあ るが,デ バ ッグ中は ディ

スプ レイにた よ らな け れ ば な らない。 オ プタコンはた しかに有 効な装置で ,英 数字に

関 して分解機 能も充分 である。 しか し,デ バ ッグ時 には ラ ンダムな位 置の文字 を探 さな け

ればな らず,オ プタコ ンで デ ィス プレイ を読むのは相 当の 負担が あ る。

情 報処理技術 者試 験に関 して,就 職す るには資格 を持 っていれば 有効だ とは 思 うが,

あ ま りに もむずか しす ぎる との感想が述べ られた。

(6)就 職 状 況

昭和46年7月 に最 初の卒業 生が就職 してか ら,15名(昭 和58年8月 現 在)が 就職 して

い る。途中病気 のた め2名 が 退職 してい る。途中病気 のため2名 が退職 した以外は 全員

就労 してい る。

5.1.2.国 立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンター

(1)概 要

D所 在 地
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所沢市並木4丁 目2番 地

ii)設 立

昭和54年7月,身 体障害 者雇用促 進法 の精神 を具体化 す る新 しい施設 として設立 さ

れ た。視覚障害者 に情 報処 理教育 を始 めたのは昭和56年 か らで あ る。

liD主 な 業 務

労働省の所管で あ る国立身 体障害 者職業 訓練校 の1つ で あ る。 職業訓 練,職 業指導,

職業評価,職 業適応,お よび 研究が主 な業 務であ る。

職業訓練は8訓 練 系,23訓 練科に 分かれ,定 員は200名 で あ る。現 在120～130名

が在籍 している。

iv)情 報処理科の受講定 員

視覚障害者 の定員は2～3名 であ る。

V)卒 業 生

まだ発足後間 もないので卒 業生は 少ない。

例 えば 次節で述べる㈱ 千葉電子計算センターでBIPS(BrailleInformationPro,

cessingSystem)を 開発 した よ うな卒業生 もい る。 本来,教 育 目標が 高いので,卒

業生の レベルも高いよ うで あ る。

(2)受 講 資 格

リハ ビリテーシ ョンセ ンターへ の入所資格は義 務教育終 了者で,身 体障害 者福祉 法第

15条 規定に よる身障者 手帳 を持つ15才 以上 の者であ る。 しか し,情 報処 理科 の場 合には

適性判定,基 礎学 力な どか ら事 実上高卒以上 であ る。

厚生省所管の 国立身 体障害者 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンタ ーと一体に して設立 された よ

うに,身 障者 リハ ビ リセ ンターを卒 業す るこ とが,職 業 リハ ビ リテー シ ョンセ ンターへ

の入所の条件の1つ とな ってい る。

(3)教 育 ・訓練

1)カ リキュ ラ今

訓練期間は2年 間,約3,000時 間で あ る。

カ リキュ ラムを表2に 示す 。受講資格がか な りきび しいので,訓 練生 の社会性 な ど

は問題 でな く,教 育 ・訓練は ほ とん ど情報 処理に集中 してい る。

教育 ・訓練の到達 目標 を第2種 情 報処理技術者試験 合格 に置い てい る。

ii)訓 練用機器 ・装置

経済的に恵 まれ てお り,電 子計算機 をは じめ として,か な りの装 置が そろ えられ て

いる。 特別な機器 ・装 置 を表3に 示す。
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表2.カ リ キ ュラ ム

訓 練 内 容

前 期 訓 練 課 程 単 位 訓 練 題 目 時 間

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 訓 練

2h/week体 育

}他 の訓練生 と同じ
社 会1h/week

400

180

45

(625)

電 子 計 算 機 の ハ ー ドウ ェア 68

電 子計算機 の ソフ トウェア 94

フ ロ ーチ ャ ー トの 作 成 64

入力媒体作成 112

オ ペ レー シ ョ ンの 基 礎 70

(408)

1,033

縄 ㌶ パ 搭 訂 ルラウンド 後期訓練羅 戦 訓編 目
コボ ・レプ ロ グ ラム作 成1 366

コ ボ ル プ ロ グラ ム作 成ll 240

フ ォ ー トラ ン プ ロ グ ラ ム作 成1 202

フ ォ ー トラ ン プ ロ グ ラ ム作 成n 294

ア セ ン ブ ラ プ ロ グ ラ ム作 成1 386

ア セ ン ブ ラ プ ロ グ ラ ム作 成 ‖ 260

ソ フ ト ウ ェ ア エ ン ジ ニ ア リ ン グ 228

ジョブ制 御文作成 230

図形 処理 プ ロ グラム作成 178

PL/1プ ロ グラム 作 成1 210

PL/1プ ロ グ ラ ム作 成H 316

2,910
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表5.訓 練 用機 器 ・装置

訓 練 用 機 器

品 名 型 式 数量

電 子計算機 システ ム FACOM-M140F 1式

中央処理装置 F54601 (1)

コ ン ソ ー ル F5465A (1)

デ ィ ス クバ ッ ク装 置 F467A2 (1)

〃 F467B2 (1)

磁 気 テープ装 置 F611Fl (3)

カー ド読取装置 F670G (1)

ラ イ ンプ リン タ装 置' F647H (1)

フ ロ ツ ピイ デ イ ス ク装 置 F443D (1)

X-Yプ ロ ッ タ装i置 F6201D (1)

紙 テー プ読取せ ん孔 装置 F775C (1)

デ ィ ス プ レイ装 置 F6251K (1)

デ ィス プレイ制御 装置 F6291A (1)

カー ド穿孔機 F6822K 2

日 本 語 ライ ン プ リ ン タ装 置 F6715D 1

日本語機構 F6715Dハ2 1

フ ォ ー ム オ ー バ レイ機i構 F6715D)5 1

デ ィ ス プ レイ制 御 ユ ニ ッ ト F6655B 1

デ ィ ス プ レイ装 置 F6652A 1

点字複写機 1

点 字 タ イ プ ライ タ ー 4

立 体 コピー複写機 1

立 体 コ ピー現 像機 1

オ プ タ コ ン 2

カ ナ タ イ プ ライ タ ー 2

英 文 タ イ プ ラ イ タ ー 2

カ セ ッ ト テ ー プ コ ピ ー 機 1

フ ッ ト ス イ ッ チ 式 テ ー プ レ コ ー ダ 2
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1加 教 材

点字 と録音 カセ ッ トテープに よるが,計 算機 マ ニュアルを直訳 した ものが 多い。 あ

る程度 レベ ・レの 高い受講生 を相手に してい るので これで も良いだ ろ うが,初 心 者 を対

象 とす る場 合に は問題 となるか も しれ ない。

iv)実 習

機器 ・装 置は豊富で あ り,実 習の レベ ルは高 い。 何 よ り恵 まれ てい るのは,教 員 の

中に視 覚障害 者が1名 含まれてい るこ とであ る。晴 眼者 とは一味 ちが う視覚障 害者 ゆ

えの教 育効果 を上げ ている よ うで ある。

(4)就 職 状 況

就職率は100%で,ソ フ ト会社,電 子計 算機 メー カに就職 してい る。

視覚障害 者が就労す る場合,あ る程度,作 業の分業 が進んで いる中規模 以上の 企業で

ない と困難 であ る。就職先 をさがす 時 に,こ の よ うな考 えで行 ってい る。

5.1.5.(株)千 葉電子計算セ ンター

(株)千 葉 電子計算 セ ンターは,教 育 ・訓練 機関では ないが,視 覚障害者 用情 報 処理 シ

ステ ムBIPSを 開発 し運用 してい るので,今 後の視 覚障害者のため の情報 処理教 育の参

考 にな る と思われ,こ こに紹介 してお く。

(1)概 要

i)所 在 地

千葉市富士 見2丁 目2番2号

iD設 立

昭和43年5月

川)主 な 業 務

千葉県 内の官公庁,諸 団体,一 般 企業 を対象 とし,各 種計算な らび に諸統計 の受 託

代行業 務,及 び計算機 システ ム導 入時の相談,企 画調査な どを主 な業 務 と してい る。

昭和57年 に,国 立職業 リハ ビ リテ ー ションセ ンタ ーで情報処理教育 を受け,第2種'

情 報処 理技術 者の資格 を持つ視覚障 害 プロ グラマを採用 した。彼は 自分 の教育 ・訓練

時 の経験 と情 報処理に関す る種 々の知識 を組み 合わせ て,視 覚障害者用 の点字情 報 シ

ステ ム,BIPS(BrailleInformationProcessingSystem)を 開発 した。

(2)BIPSの 概 要

点 字情 報 システ ム ・BIPSは,プ ログラマが点 字入 出力 を中心 として ソフ トウェア

を開発す るた めの システムであ る。 大型 コンピュータ との接続は,直 接 には行わず,8

イ ンチの フロ ッピ ィディス クを媒 体に している。点 字 出力や音声出 力に よ り視 覚障害 者

に便 利に してある と同時に,デ ィス プ レイにも同時 に文字 を表示 し,非 障 害者 との情 報
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交換 を スム ーズにす る配慮が な され てい る。

米 特 徴

i)ハ ー ドウ ェアは,国 産 の点字 端末機 とパ ソコンが主 体 となってい る。

iDソ フ トウェアは 民間企業((株)千 葉電 子計算 セ ンター)が 単独で 開発 した。 しか も,

視 覚障害 者が開発 の中心 とな った。

iii)本 システ ムを用 いるこ とに よ り,視 覚 障害者 が,パ ソコンか ら大型計算機 までの ソ

フ トウェア開発 に従事 出来 るよ うにな る。

米,ソ フ トウ ェアの体系

i)パ ソ コ ン側 ソ フ トウ ェア

点 字 端 末 機 制 御 プ ロ グラ ム

フ ロ ソ ピイ デ イス ク制 御 プ ロ グ ラ ム

テ キ ス ト ・エ デ ィ タ

BIPSの 概 念 図 を第1図 に示 す 。

第1図B

ii)メ イ ン フ レ ー ム 側 ソ フ ト ウ ェ ア

フ ロ ッ ピ ィ デ ィ ス ク 制 御 プPグ ラ ム

JCLマ ク ロ コ マ ン ド群

IPS概 念 図

点 字 処 理
シ ス

8イ ン チ

フ ロ ツ ヒ。イ

100万 桁 収 容の もの

2台 。主 として ソー
ス ・プログラ ムを検

討 している。

8イ ンチ

フ ロ ツピ イ

大 型
コ ンピュータ
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(3)BIPSの システム と操 作性

i)第2図 に,よ り詳細 なBIPSの システムを示す。 又,点 字端末機,及 び 周辺 を写

真4、5に 示 す。

第2図BIPS'シ ス テ ム

点字端末機

音声出力

BrailleData

Terminal

ESA731

Personal

Cornputer

FM-8

withbrailleprinter

英 数 字 ・カ ナ入 力

Keyboard

賠1,鮮 … ピ・
(256-2D以 外 でも入出 力可能)

_翻 など

大 型

コンピュータ

8inchO
Floppy

Mairlfrarne

Computer

Ml50F

FM8のJIS-8コ ー ド

の フ ロ ッ ピ ィ を 入 出

力 可 能
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..=づ

べ
」

写真4.点 字端末と音声出力装置

写真5、 パ ソ コンとデ ィス プ レイ8イ ンチ フ ロッピィデ ィスク装 置
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本 システムの操 作性は,ま だ使用す る人が少ないため,結 論はだせ な い。現在使用 し

てい る視 覚障害 プ ログラマの場合,プ ログラムの デバ ッグタイムに関 しては,非 障害者

の プロ グラマ と差は ない。 しか し,マ ニュアルを調べ る際に点字 マ ニュアルがないため

問題 が生ず る。全 体 としての プ ログラム開発能率は非障害 者の2割 減程 度 との こ とであ

る。従 って,マ ニュア ル類が 整備 されれ ばほ とん ど問題は な くな るで あろ う。現 在,フ

ロッピ ィデ ィス クにマ ニュア ルを少 しつ つ作製 中で ある。

(4)感 想

身 体障害 者支援機器 システ ムを開発す る際 には障害者 自身が 関与すべ きだ と言われて

いる。BIPSは 視覚障害 者 自身 が開発 した もので ,視 覚障害者 に何が必要か を適確 に

とら えてい る。 この よ うな民間 の努 力が 多 くな ることが身 体障害 者の 自立の道 を拓 く大

きな力 とな るよ うに思われ る。
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5.2.聴 覚 障 害 の場 合

5.2.1.筑 波大学 におけ る状 況

聴覚障害者で情報 処理産業 に従事す る人が増加 しっっあ るが,聴 覚障害 者向 けの情報処

理教育機関が 国立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンタ ーだ けであ るので,ほ とん どの者は健聴

者 とともに一般 の専門学 校や 企業 内教 育に よって技術 を身につ けてい るのが実情で あ る。

したが って,筑 波 大学 にお い ても聴覚障 害者に対す る専 門的な情 報 処 理 教 育 が 行 わ れ て

いるわけでは ないが,付 属聾 学校 におけ る試 みや,学 内に設置 され てい る身 体障害者 高等

教育機関創設準備 室で計画 中の聴覚障害 者短期大学情 報技術 科 の構想 を中心に述べ るこ と

にす る。

(1)付 属聾学校 におけ る試み

昭和53年3月 刊行の付 属聾学校紀 要に よる と,同 校では校 長吉 本市教授の指導 の下,

高等 部で電卓 を活用 した数学の 指導が実施 され,そ の 目的,方 法,配 慮事項,計 画,望

ま しい計算機授 業は次 の よ うに要約 され てい る。

① 目的。学 習指導要領(高 校 数学)に 「数 の計算に 当た っ ては,必 要 に応 じて,各 種

の計算機 を使用 させ て,学 習の効果 を高める よ うにす るこ と」が挙げ られ てい るが,

その趣 旨に沿 って,計 算 の手段 として電卓 を活用 させ る。

② 方法 。電卓の機種 と しては,小 型で 高性能 の プ ロ グラマ ブルな ビューレ ッ ト・パ ッ

カー ドHP97型(デ ー タ メモ リ31個,224ス テ ップまでの プ ログラム作成可能,20種

の ラベ リング,3層 の サ ブルーチ ン,磁 気 カ ー ド使用可)を 用 いた。授 業 としては,

関数,方 程式の求根,互 除法,系 数,行 列の計算,数 列の和 の計算,極 限の概念の指

導,数 値 積分等で実 施 した。

③ 配 慮事 項 。計算機 特有 の計算法や フ ロー トチャ ー トに よる表現 を指導す るだ けで な

く,意 欲 を高 め るため に或 る程度計 算機 にっ いて指導 して おいて生徒の方か らもキイ

操作 を理解 し簡単 な プ ロ グラム位は 出来 るよ うに してお く。(計 算機につ いての概要

か らプ ログラムの実際 までの系統的 な指導は プロ グラマ ブルな電卓に よって十分 可能

と考 えられ る。)

④ 効果。与 えられた問題 を解析,系 列化 して フ・一チ ャー トに表 わ し,そ れに基 いて

作成 した プロ グラムを計算機 に実行 させた結果 を確 認す るこ とに よって,生 徒 自身が

自分 で 行 った 思 考,計 算の 手順 をそれ らの誤 りも含め て明確 に把 えるこ とが可能 と

な り,問 題 の分析 力 を養 い思 考の過程 に論理性 を与 えるこ とが 出来 る。

生徒 自身 の計算力 を余 り要求 しない ので,計 算 力不足か ら来 るつ まづ き を或 る程度

回避 出来 る。
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数 学 の 有 用 性 を実 社 会 の 出 来事 の 面 か ら把 えや す い 。

⑤ 望 ま しい計 算 機 指導

a.計 算 機 の あ らま し。

a-1、 計 算 と スイ ッチ回 路 。2進 法。

a-2.電 子 計 算機 の 構 成:入 力,記 憶,演 算,制 御,出 力 の5機 能 に つ い て,

そ れ らの 働 き と相 互 間 の情 報(デ ー タ,命 令)の 流れ 。

a-3.計 算 機 用 言 語 。

a-4.歴 史 。

b.計 算 機 に よ る計 算

b-L演 算 レ ジス タ。 定 数 レジ ス タ。

b-2.デ ー タの転 送 格 納(キ イ操 作 と結 び つ け る)。

b-3.ス タ ック レジ ス タに よ る計 算 の あ らま し。

b-4.キ イ操 作:LOAD,STORE,2変 数 演 算,1変 数 演 算,デ ィ ス プ レイ

制 御 等 。

c,問 題 の解 析,系 列 化 。

c-1.流 れ 図 の 作 成 か ら プ ロ グ ラ ミン グへ 。

c'-2.プ ロ グラ ミン グの実 際(HP97の 操 作 と併 せ て行 う。)

c-2.-1.

c-2.-2.

c-2.-3.

c-2.-4.

c-2.-5.

ング

c-2.-6,

c-2.-7.

c-2.-8.

c-2.-9.

② 身 体障害者 高等教 育機 関 創設準備室の計画

昭和56年3月 付の身 体障害 者短期大学(仮 称)の 設置調査に 関す る報告書 に よる と,

聴覚障害 者のための短期大学 の情 報技術科 の構想は次の通 りで あ る。

① 定 員及び修業年 限10名 。3年

② 学科 の 目的 社会的要 請が高 く,今 後聴覚障害者に とって有望視 され てい る情 報処

計 算機 内 部 で の プ ロ グ ラ ムの 実 行 とラ ベ リン グ。

ル ー プ計 算,条 件 判 断 を 含 ま な い プ ロ グ ラ ミン グ。

条 件 判 断 に よ る分 岐 を 含 む が,ル ー プ計 算 を しな い プ ロ グラ ミン グ。

ル ー プ計 算 を含 む が,条 件 判 断 に よ る分 岐 を しない(無 条 件GOTO)

プ ロ グ ラ ミン グ。

ル ー プ計 算 を行 い,条 件 判 断 に よ っ て ル ー プ を とび 出 る プ ロ グ ラ ミ

。(条 件 付 きGOTO)

プ ロ グ ラ ム の デ バ ッ グ。

サ ブ ・ル ーチ ン。 多重 ル ー プ。

間 接 ア ドレス指 定。 相 対 ア ドレス 指定 。 プラ グ。

そ の 他(カ ー ドへ の情 報 の 書 き 込み や 読 み 出 し等)。
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理 に関す る教 育 を行 い,幅 広い情 報処理技術 と高度 の専門性 を持つ ソフ トウ ェア叉は

ハ ー ドウ ェアに関す る情 報処理技術 者の養 成 を 目的 とす る。

③ 教育課程 の編 成方針

a.基 礎学 力 と共 に十分 な応 用力 を修得 させ るため に,各 講義に併行 して実 験,実 習

及 び講 習科 目を重視す る。

b.1・2年 次に情 報 処理に関す る基礎 的な科 目を履 修 し,3年 次には,学 生の適性

に応 じ,ソ フ トウ ェア コース,ハ ー ドウ ェア コース及び基礎 コースの3コ ースか ら

選択 出 来 るよ う編成す る。(基 礎 コースは4年 制大学 への編入者のため の コース)

c.各 学 年 におい て,特 別実 習 を開設 し,実 際的 な技術 の習得に重点 を置 く。(特 別

実習は企業等 にお け る現場 実習)

④ 教 育課程表

単 授業 開 設 年次,学 期 及び週時間数

授 業 科 目 名 位 の 1年 次 2年 次 3年 次 備 考

数 方法 1 2 3 1 2 3 1 2 3

情報科学概論1 3 講i義 1.5 1.5 1.5

情報科学基礎実験1 2 実験 3.0 3.0 3.0

情報数学概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報数学演習1 3 演習 3.0 3.0 3.0

プ ログラ ミング言語1 3 講義 1.5 1.5 1.5

プ ログラ ミング言語演習1 3 演習 3.0 3.0 3.0

電子回路 3 講義 1.5 1.5 1.5

電子回路実験 2 実験 3.0 3.0 3.0

情報工学特別実習1 1 実習 集中

(1年 次)

情報科学概論n 3 講義 L5 1.5 1.5

情報科学基礎実験ll 2 実験 3.0 3.0 3.0

プ ログ ラ ミング言語H 3 講義 1.5 1.5 1.5

プ ログラ ミング言語演習n 3 演習 3.0 3.0 3.0

デ ー タ ー ベ ー ス 概 論1 3 講義 1.5 1.5 1.5

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 3 講義 1.5 1.5 1.5

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 実 験 2 実験 3.0 3.0 3.0

電子回路工学概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

電子回路工学実験 2 実験 3.0 3.0 3.0

CAI概 説 1 講義 1.5

一24一



単 授業 開設年次,学 期 及び遺時間 数

授 業 科 目 名 位 の 1年 次 2年 次 3年 次 備 考

数 方法 1 2 3 1 2 3 1 2 3

CAI実 習 1 実習 1.5 1.5 1.5

情報工学論議1 3 講義 工5 1.5 1.5

情報工学特別実習 1 実習
集中

(2年 次)

情報通信概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

プ ロ グ ラ ミ ン グ 言 語 皿 3 講義 1.5 1.5 1.5

プログラ ミング言語演 習 皿 3 演習 3.0 3.0 3.0

情報科学特論1 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報工学論議 皿 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報工学特別実習 田 1 実習
集中

(3年 秋)

デ ータベ ース概論n 3 講義 1.5 1.5 1.5
、

情報検索概論 3 講義 1.5 1.5 1.5 ソ

フ

情報検索実習 1 実習 4.5 ト

ウ

画像処理概説 3 講義 1.5 1.5 1.5 工
レ

ア
画像処理実習 2 実習 3.0 3.0 3.0

コ

数値解析 3 講i義 1.5 1.5 1.5 ;
応用確率統計 3 講義 1.5 1.5 1.5

有限数学 3 講義 1.5 1.5 1.5 ノ

電磁気学 3 講義 1.5 1.5 1.5
、

電子計測 3 講義 1.5 1.5 1.5 ノ 、

電子計測実験 2 実験 3.0 3.0 3.0
|

ド

制御工学概論 3 講義 1.5 1.5 1.5 z
>

制御工学実験 2 実験 3.0 3.0 3.0 ア
コ

マ イ ク ロ コ ンピュ一 夕応 用 技 術 3 講義 1.5 1.5 1.5 |

ス

素子工学概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報科学特論n 3 講義 1.5 1.5 1.5 ノ

視聴覚情報概説 3 講義 1.5 1.5 1.5
、

音響学概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

非数値処理概論 3 講義 1.5 1.5 1.5 基

数理計画概論 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報数学特別講義1(代 数学) 3 講義 1.5 1.5 1.5 礎
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単 授業 開設 年次,学 期及 び週 時間数

授 業 科 目 名 位 の 1年 次 2年 次 3年 次 備 考

数 方法 1 2 3 1 2 3 1 2 3

情報数学特別講義H(解 析学) 3 講義 1.5 1.5 1.5

[コ

情報数学特別講義 皿(幾何学) 3 講義 1.5 1.5 1.5

物理実験 2 実験 3.0 3.0 3.0

1

情報数学演習n 3 演習 3.0 3.0 3.0

情報数学演習 皿 3 演習 3.0 3.0 3.0

ス

情報科学特別講義1 3 講義 1.5 1.5 1.5

情報科学特別講義H 3 講義 1.5 1.5 1.5 ノ

なお,そ の後の検討 を経 て,構 想の一 部変 更が 予定 され るが,そ の主 な内容は次 の通

りであ る。

① 定員につ いて,10名 を20名 とす る。

② 教育課程 の編 成方針 につい て,ハ ー ドウ ェア コースは,情 報通 信,計 測制御,情 報

機器,ソ フ トウ ェア コースは,情 報 シス テム,OA技 術 にそれぞ れ編 成 し,基 礎 コー

スは廃止す る。

③ 教育課程 につい ては,② の編成方針 に即 して,再 編成 を行 う。

5.2.2.国 立職業 リハ ビ リテー シ ョンセ ンター におけ る状況

国立職業 リハ ビリテーシ ョンセ ンターにおい て も,聴 覚障害者 に対 す る情 報処 理教育が

行わ れてい る。 国立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンターは,先 に述べ た よ うに,定 員200人

中,現 在120～130名 が在籍 してい るがその内,約 半数 が聴覚障害 者であ る。

電 子計算機科 は,高 校卒業程 度 の基礎 学力 を前 提 として,情 報処理技術者2種 に合格す

る レベ ノレを 目標 とした教育 を行 ってい る。教員は 専任3名 及び非常 勤3名 の構成 で,訓 練

期間は2年 で あ るが1年 で 終 了す る者が 多い状態 とな っている。現 在,数 名の聴 覚障 害者

が教 育 を受 け てい る。聴覚 障害者 の場 合,教 材 に関 しては あま り問題な いが,コ ミュニケ

ーシ ョンの点 か ら,教 育は 必 らず しも楽では ない とい う状況で あ る。

5.3.運 動 障 害 の 場 合

5.5.1.社 会福 祉法人 日本 キ リス ト教 奉仕団 アガペ身体障害者作 業セ ンター

(1)概 要

i)所 在 地

神奈川県座間 市小松 原2-5256

iD設 立 昭和57年
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ア ガペ作 業 セ ンターは 重度障害 者の社会復帰 を 目標に主 として組立 作業 を中心 とした

授産 を続 けて来た。 しか し乍 ら重 度障害者の うち知的 レベルは 高 いが機 能的動作能力が

不足 し,作 業能 率が 劣 るよ うな人 もあ り,障 害者の頭脳的労働 を主 とした仕 事が必要で

はな いか と考 えられ ていた。

た また ま労働省 の 「授 産 施設 と企業 との連携に よる重度障害 者等特 別能 力開発 訓練事

業」が発表 され,こ の制 度に よ り日本ア イ ・ピー ・エ ム社 と提携 し,重 度 障害者 の プ ロ

グラマ養成 を開 始 した。 .

この制度は一般 雇用へ の可能性 を持ちなが ら授産施設に入所 して いる重度障害者 に対

し,適 切 な能 力開発訓練 を行い,障 害者の雇用の促進 を図 るもので,授 産施設 を運営 す

る社会 福祉法人 と地 域の企 業 との協 力に よって重度障 害者 の社 会復 帰 を 目的 とす る もの

で あ る。 日本 アイ ・ピー ・エ ムは技術指導者 を派遣 し,2年 間で プ ログラマの養成 を行 っ

てい る。

コ ンピュータは ,IBM4331(中 型機)で ア ガペ作業所 の 自己資 金の他,県 や この制

度 の助成 金等 で1億400万 円をか けて設 置 した。

訓 練生 には 期間 中月額13万 円の訓練手 当が支払われ,第1期 生5名 が基礎研修 を終 え,

ほ とん どが企 業へ の就職 が 内定 し,2期 生が58年4月 よ り訓 練 を受 けてい る。

教育訓練 内容は下記 の通 りであ る。

(2)教 育 内 容

本事業 の趣 旨に基 き,コ ンピュータ教育訓練の 目標 をつ ぎの よ うに定め,プ ログラマ

または初級 システ ム ・エ ン ジニア としての知識 ・技能 を習得 で きるよ うに配慮 されて い

る。

Lコ ンピュ ータ,情 報 処理 の基 本概 念お よび コン ピュ ータ ・システ ムの各機能 につい

て習得す る。

2.機 械実習に よ り,コ ン ピュ ータ ・オペ レーシ ョンお よび プ ログラ ミン グを習得す る。

3.シ ス テム実 習に よ り,企 業 内業 務の システ ム化 につい て理解 し習得す る。

4.職 場 実習 を通 じ,

1)企 業内職場 の状 況 を体得 し,自 己の適応性 を計 る。

2)社 会生 活の実状 を知 り,自 己の順応性 を強め る。

教育計 画お よびそ の内容は,コ ンピュータの知識,経 験 が皆無 であ る とい う前提か ら

出発 し,積 み 上げ方式 に よ り順次 高い レベルに進む よ うにな ってい る。
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訓 練 コ ース コ ー ス 内 容 所要月数

入 所 訓 練 入 所 オ リエ ンテ ーシ ョン 1ケ 月

工場実習

パ ソ コ ン 実 習 「BASIC」 プ ロ グラ ミン グ 1ケ 月

コ ン ピ ュ ー タ 情報 シ ステム入門学 習 5ケ 月

基 礎 学 習 プ ロ グ ラ ミン グ言 語 学 習

デ ィ ス ク オ ペ レーテ ィ ン グ シス テ ム学 習

機 械 実 習 デ ー タ ・ エ ン ト リ ー ・オ ペ レ ー シ ョ ン 6ケ 月

DOS関 係 オ ペ レー シ ョ ン

PL/1.COBOILプ ロ グ ラ ム実 習

コ ン ピ ュ ー タ 漢字 システ ム 2ケ 月

補 習 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

CICS,DL/1

職 場 実 習 職 場 オ リエ ン テ ー シ ョ ン 2～3ケ 月

OJT(実 務実習)

シ ス テ ム 実 習 「適用業務分析」 6ケ 月

「シス テムの分析 と設計 」

「プロ グラムの設計 と開発」

「適用業務の開発管理」

課題 の システ ム化実 習

普 通 学 科 英語 ・数学 ・簿記

計24ケ 月
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コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム 構 成

3279-2C型 カ ラー表示操 作卓

口

3262-1型 印 刷装置

[]
一

(最 高650行/分)

3278-2型 表 示装置

IBM4331-K11型 プ ロ セ ッサ

(2メ ガ バ イ ト)

繋0
ミ

3278-2型 表 示装置

/
3287-2型 印 刷装置

(120文 字/秒)

3370-A1/B1型 磁 気 デ ィス ク装置

国 産雪

〔コ 〔コ

3278-2型 表示 装置

1
3287-2型 印 刷装置

(120文 字/秒)

(570メ ガ バ イ ト×2)

8809-1A型 磁 気 テ ー プ 装 置

_「s

晶
u

3274-52C型 制 御装置

冒100

置

瓢
㎜

置幟師潜醜脳3

、

へでも

置陵刷印字痩型52一ヨ田3
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(3)所 見

企業への就職 に際 し,実 習 と して 日本 アイ ・ピー ・エ ム藤沢工 場へ派遣 され る。

入所 に当 っては年齢25才 までで,ア イ ・ピー ・エ ム プ ログラマ適性 テス ト65点 以上 と

な ってい るが実際には定 員5名 に対 し40名 の応募者が あ った。

企業へ の就職 は比較的順 調で あ るが,『成績 優秀者で あ りなが ら脳性 マ ヒの言語障害の

ため,企 業 側の理解が なか なか得 られ ない ケースが あ る。

能 力的 に も充分な 力を持 ちなが ら,障 害 その ものに関す る企業側 の理解 を得 られな い

のは,や は り今後の受 け皿 をどのよ うに して作 ってい くか,こ れは単 に施設側だ けの努

力では解 決 出来 ない問題 で あ り,行 政 サ イ ドを含 めて総 合的 な施策 が望まれ る。

5.5.2.社 会福祉 法人東京 コロ二一 トー コロ情報処理セ ンター

(1)概 要

i)所 在 地

東京 都新宿区西早稲 田2-2-8(全 国心身障害 児福祉財 団 ビル)

iD設 ・ 立'昭 和50年1月

東京 コロニーは,現 在身 体障 害者福祉工場2施 設,身 体障害 者授 産施設2施 設,身 体

障害者通所授産 施設2施 設,そ の他の施設2施 設 を経営 し,総 従事者数476名(内 障害

者数272名)が 就労す る場 とな ってい るが,当 該事 業 を開始す るに 当 っては,

(a)職 業 リハ ビ リテーシ ョ ンの分野では,永 年 各種 の施設建 設や取 り組み が行われてき

た結果,重 度 の障害 を持 つ人達 も何 らか の形ちで働 く場 を持つ こ とがで き るよ うにな

ってきた反面,脳 性 小児 まひ(CP)な ど四肢(手 足)に 障害 を持 つ人達の面では立

ち遅れが 目立 ち,こ れ らの人達の問題 が大きな課題 とな ってきたこ と。

(b)近 年交 通事 故等各種 の災害 によって,頸 髄 損傷な ど日常 生活 動作に も障害 を持つ人

達が増 えつつあ り,こ れ らの 人達 に対 し従 来の職種や就 労形態だ けでは対応が難 しく

なってきた こと。

等の社会的 な状 況変化 の中 で,当 法人 として も内部的 ・外部 的 にも新 しい職域 の開

発 の必要性 を痛感 し,昭 和26年 に設 立 されて以来社 会的 にハ ンディキ ャップを持つ 人

達 の立場 に立 ち,当 事 者 自 らの手に よ って 今 日まで事 業 を進 めて きた当法人 の基 本 と

もあい ま って,当 該事 業 を手が ける こ ととな った。

② 事 業 内 容

四肢に障害が あ り,日 常 生活動 作の 自立 も完全に成 し得な い人達 に とって,職 業的 に

自立す るた めには 残 され た機能 を如何 に生かす か,ま た障害 を受 けた 部位 を物理的 に如

何に ヵパ ーす るか が最大 の ポイ ン トであ る とい え る。

こ うした観点か ら,当 該 事業種 目の選定に当 っては,
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(a)最 大の残存機能で あ る頭 脳労働分野で あ るこ と。

(b)関 連機器が豊富 で,そ の組合せ 利用 方法 によっては 身 体的な機 能障害 をカバ ーで き

るこ と。

(c)今 後需要が増 大す る職 域で あるこ と。

等に よ り情 報 処理業 務 と した もので あ る。

当該 事業では,重 度 の障害者 を コン ピュー タ ・プ ログラマ,シ ステムエ ンジニア とし

て養成 し,そ れ らの人 々に在宅 を含む就 労の場 を提 供 しよ うとい うもので,昭 和57年 度

よ り毎年10名 つ つ3年 間(昭 和59年 度 まで)で30名 の受 け入れ を行 い,1つ の事業 体 と

して経営 的に成 り立 たせ る と共 に,30名 の人達 の経 済的 自立 を図 ろ うとす るもので あ る。

事業 システムは 図1に 示す 通 りで あ り,在 宅就労 システムは 図2に 示す 通 りで あ る。
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図1.事 業 システ ム
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図2.在 宅 就労 システ ム
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図2-2.在 宅 システム
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(3)教 育 内 容

当該事業 におけ る教 育内容 ・目標は次 の通 りであ る。

(a)年 度 別内容

＼
教 育
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目

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

鞭 ＼

初

年

度
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←聾1←一一 ー ー一 一 →トーーーーーーー一→1
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∈ 初 級 プ ロ グ ラ マ の 程 度 に 養 成 ・

|

'

次

年

度

実 務 作 業
1

中級 プ ログラマ か初級SE程 度 に養成 ・

1

∈ ,

3

年

度

実 務 作 業
1

如時でも一般就職可能な技術 レベルに養成

1

∈ 泊

(b)集 中講義(基 礎)内 容

コ コ

ン

ビ

ュ

ー

ζ

「
タ

入

門
講

⇒
タ

基
本
操

座 作

⇒

プ

壕
ニプ
H》

会 う
ッ ミ

チ ン
)グ

⇒

ユ

|

テ ブ

イ ロ

リ グ

テ ラ

イム

の

操

作

(1日)(2日)(4日)(2日)

⇒

基

本

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

(
漢

字

・
対

話

)

プ

ロ

グ

レ

ス

H

(5日)

⇒
使

用

法

漢

字

ユ

ー

テ

ィ

リ

テ

ィ

の

⇒

(2日)

シ プ

口

ス グ
一

一 フ
ア ム

ム

⇒
実
践

設

計

コ

|

ス

実

務

訓

練

⇒

(・ 日)(1・ 日)(詰 問)

毎 週 月 ・火 ・木 ・金 曜 日9時 半 ～4時 半 まで の29日 間

一35一



5.5.5.身 体障害者 の情報処理 産業へ の就職

運動障害 を主 対象 として情 報処理教育 を実 施 してい る施 設には,次 の2つ の形態があ る。

まず,国 立職業 リハ ビ リテ ーシ ョンセ ンターの様に,完 全 に国に依存 した 施設,も う1つ

は,社 会福祉 法人が 国や都道 府県の助成 を受 け,ま た特定 の民間企業の後援 に よ り運動障

害者に情報処理技術 の教育 を行 っている 日本 キ リス ト教奉仕 団 アガペ身 体障害 者作業 セ ン

タ ーや東京 コロニー トー コロ情 報処理 セ ンター等で ある。

この様 な施設 に共 通す るこ とは,単 に情報 処理技 術,特 に プ ログラマ としての技術 を修

得 させ るだ けで な く,障 害者 の社 会的,経 済 的 自立 を促進す るために,障 害 者 を情 報処理

技術者 として就職 させ る とい う使命感 を持 っ てい るこ とで あ る。 そ こで,ま ず,身 体障害

者の情報処理産業 への就職 について考察す る。

(1)情 報処理産業へ の就職に 対す る問題点

国立職業 リハ ビ リテー ションセ ンターでは,職 業安定所が就職 の仕事 を行 うが,実 質

的には セ ンターの職 員,教 員 らが訓練生個 人の個性や能 力を考 慮 して,就 職 先 と直接交

渉 を行 づてい るのが実状で あ る。 この点福祉 法人め アガペ作業 セ ンターでは,法 人 自身

で就職活動 を してい る。

就職 とい う点で ユ ニ ークな活 動 を行 ってい るのは トー コロ情 報処理 セ ンターで ある。

ここでは,約1年 程 度の プ ロ グラマ養成期 間が終 了す る と,情 報処理教 育の実習 を兼ね

て,実 際に他企業 か ら受注 した ソフ トウェアの製 作 を行 ってお り,そ の後は各人の能 力

に合 った仕事 を どん どん与 え,技 術 を持 った障害 者に仕事量 に従 って給 料 を支払 うとい

うシステムを取 り入れてい る。 つま り,ト ーコ ロ情報処理 セ ンタ ーで訓 練 を受 ける と共

に,そ の後は 当セ ンターで働 くこ とに な る。

この セ ンターの も う1つ の特徴 は,何 と言 っても通勤 に難点 のあ る運 動障害者の事 を

考 え,一 般企業では 日本電気 な どが最近 よ うや く具 体化 を始 めたばか りの(但 し,こ れ

は 非障害者が対象)在 宅就 労 システムや サテ ライ トオフィスにお ける就 労等,情 報処理

産業 であ るこ とO.特 徴 を生 か し,且 つ運動障害 者の弱点 を克 服 した斬新 で巧 妙な就労形

態 を実施 している点 であ る。 この点は,他 の情 報関連企業 も大いに参考 に し,運 動障害

等,身 体障害者の情報処理 産業 への雇用 を促 進 しても らいたい もので あ る。

身体障害 者は障害 の種 類 にか かわ らず,一 般 の企業へ の就職 が困難で あ るのは 周知 の

事実 であ り,一 般企業 の身 体障害 者雇用 に対す る動機に ついて も,企 業 と しての社会的

使命 感 よ りは雇用促 進法に従わ ざるを得 ない とい うものが依然 として支配的で あるよ う

に思われ る。運動障害者 の場合 では,上 肢 障害 者の方が下肢 不 自由者よ り一層就職は難

しい。 これは,ド キ ュメ ン トの 作成や,キ ーボ ー ドの操作等,何 か につけ て上肢障害 の

影響 が大 き く,仕 事 の能 率 も悪 くな るか らであ る。

一36一



実 際各 セ ンターで も知 的能 力,コ ミュニ ケーシ ョン能力,更 に手作業 能 力に問題の な

い身 障者の就職先は,大 手計算機 メーカや ソフ トウ ェア会社,並 びに官 公庁 等へ と幅広

く,プ ログラマ として高い技術 を身に付 けた障害 者は,そ のハ ンディキ ャ ップを十二分

に補完 してい るとさえ言 う企業 もあ る。 このよ うな点を考慮す れば,現 時点で は,ま ず

一番就 労の可能性が 高い下肢 のみ の障害 者 を対 象に ,情 報処理 教育 を実施す るの も効果

的で あ り,一 考 とい えよう。 これは,次 に述べ る障害者の教 育水準等,情 報処 理教育 に

お け る問題点 の吟味 か らも導かれ る結論の一 つであ る。

(2)情 報 処理 教育実 施上 の問題点

情 報 処理 産業は他 の職種 と比べ て,個 人の能 力に 負う所が大 き く,仕 事の進 め方 も組

織 体 として よ り個人 中心的 であ る。 また,明 らか に頭脳 労働で あ り,肉 体に対す る負担

が少 ない と言 う事か ら,身 体障害者 に も適 した職 業であ ると考 えられ てい る。 一般的 に

は,こ の主 張は正 しい と言 えるが,問 題 点は数 多 く存 在す る。 本報告書 では,情 報処理

教育の実態 調査が主眼であ るので,教 育 実施上 の問題点 を明 らかに して行 くこ とにす る。

まず第1番 目に考 えられ るのが,情 報 処理教育 を受 けよ うとす る障害者 の知 的水準で

あ る。本調 査に協力 された各 施設にお いては,通 産 省が実 施 してい る情報 処理技 術者試

験(2種)に 合格す る事 を最 終的な教育 目標 の一 つに してい る所 が大半で あ った。 この

点 につ いては,運 動障害以外 の障害者に情 報処理教育 を行ってい る施設で も同 様であ る。

情報 処理技術 者試 験に合格す る事 が,ど の程 度困難 なのかが問題 にな るが,高 等学 校卒

業程 度の学 力は最低限必要 である と言われ てい る。

こ うした 中で 例 えば,ア ガペ身 体障害者 作業 セ ンターでは,日 本IBMと 提携 し,]

BMの プ ログラマ適性 テス トで65点 以上 を取得 した運動障害者 のみ に,情 報 処理教 育 を

実 施 してい る。教 育内容は,パ ソ コンを使 ってのBASICか ら始 まD,中 型計算 機の

端末装 置 を用 いたPL/1の 修得 や,基 礎学 力の 向上 を 目的 とした英 語,数 学,簿 記 等

であ る。 また,国 立職業 リハ ビ リテーシ ョンセ ンタ ーで も,や は りIBMの プ ロ グラマ

適性 テ ス トを実 施 して,情 報処理技術 者 としての適性検査 を行 ってか ら教育 を実 施 して

い る。 同セ ンターの プロ グラマ養成課 程で ある情 報系電子計算機科 に配 属 され てい る訓

練生は,全 員高等学校 を卒 業 してお り,大 学卒 業あ るいは中退が半数 以上 を占め てい る。

このよ うに,情 報処理技術 者 を養成す るには,身 障者の学 力水準が 一定 レベ ル以上 で

あ る事が基 本的に 必要で あ り,不 足す る場合は,そ れ を補完す る教育 を行 ってい るの が

実状で あ る。

次 に問題 とな るのが,障 害 者の コ ミュニケ ーシ ョン能力 と,キ ーボ ー ド操 作や ドキ ュ

メン ト作成 に必要 な手作業能 力であ る。 プ ・グラマの大まかな作業 手順は,① 要求 され

るプ ・グラムの正確 な把握,② プ ・グラムの フ ・一チ ャー トの作成,③ コーデ ィ ング,

一37一



④ デバ ッグ,⑤ プ・ グラム説 明書の 作成,で あろ う。

この手順 の中で,少 くとも① と⑤ の段 階にお い ては,プ ・ グラムの注文者 との折 衝が

避 け られな い。会 話能 力等,コ ミュニケー ション能 力に 欠けてい る障害 者に とっては,

一番大 きな問題 であ る。 この点 に関 しては,非 障 害者が 仲介す る等に よ り,あ る程度 カ

バ ーでき よ う。 しか し,プ ログラム規模が大 き くなってくると,1人 のプログ ラマの手に

負 えず,グ ・レープで仕事 をす る事 も多 くな る。 その場合,グ ループ内での コ ミュニケー

シ ョンの頻度は 必然的 に高 くな り,そ の必要性 も極 めて高い。 グループ内等,ま わ りの

非障害 者の協 力体制 が必要 な事は 当然であ るが,障 害 者 自身の コ ミュニ ケーシ ョン能 力

は,作 業効率 に影響 して しま う場 合が あ る。 したが って,知 的水準は充分 であ って も,

会話能 力等,コ ミュニケ ーシ ョン能力 を少 しで も養 うこ とが,情 報処理教育 を行 うに際

して注意 しなければな らない点 と言 えよ う。

次 に,前 述 の プ ・ グラム作成の②,③,④ の段階 では,書 く能力,キ ーボー ドを操 作

す る等の手作業 能 力が 問題 とな り,上 肢障害 者 に とっ ては最 もハ ンデ ィキ ャ ップの大き

な作業に な る。手の不 自由な人のため に,専 用 のキ ーボ ー ドや手 霞台,呼 吸の 力でキ ー

イ ンす る補 助具等 も考 案 され ているが,ま だ まだ充 分 とは言 い難 く,上 肢 障害者 の就職

は も とよ り,教 育 に も支障 を来た してい るのが実状 であ る。 しか し,他 の障害 と比較す

れば,学 力水準が充分 であ りさ えすれば,コ ミュニケーシ ョン能 力や 手作業能 力の欠如

は,仕 事 に時間 をか け る事に よ り本質 的には解決 でき る問題 であ る。上肢障害 者に適 し

た入 力装 置の開発 と共 に,教 育現場 にお いても障害 者 自身が まず この点 を良 く自覚 し,

担 当者 と協 力 して各 自に適 した意志伝 達方法や 作業手順等 を考 える必要が あろ う。

最後 の問題点は,障 害者 自身 の社会 復帰に懸 け る意志 の強 さが挙げ られ る。 問題は 少

し異 なるが,非 障害 者にお いて も,無 気 力,無 責任,無 関心 等,教 育の荒廃 が叫ば れて

久 しい。 これ と同様,障 害者教育 にお いて も,「 いか に して障害者にや る気 を起 こ させ,

ねば り強 く勉強 させ るかが最 も難 しい問題で あ る」 とい う現 場の意見は大切 に しなけれ

ば な らな い。身 体障害者 とい うだけで,兎 角,奇 異の 目で見 る社会風潮 に問題が あ るの

は事実 で あ り,非 障害者 の モラ・レの 向上が 必要で ある事は否定で きないが,そ れ以 上に,

障害 者 自身社会人 としての責任 を果たす ので あ る,と い う強 い意志 を持 つ こ とが,情 報

処理 教育 を実 施す る上で も不可 欠であ る。

以上,運 動障害 者に対す る情 報処理教育 の実態に 関 して,社 会 復帰 とい う観点 か ら就労

の可能 性に重点 を置 いて,就 職 に対す る問題 点 と教 育実施上の 問題点 につ いて述べ て きた。

情報 処理産業 とい う職種 は,誕 生 して間が な く,年 々急成 長を遂 げ て来 てお り,今 後 も

発展 が期待で き る。それだ けに,関 係各 位には,時 代の先端 を担 う職 業で あ るとい う自負

と共 に,社 会 に対 して 自分達が行わ なければ な らない責任 の一環 として,身 体障 害者 の教
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育及び就 労の問題が あ る事 を,改 めて 自覚 して頂 きたいものであ る。

5.4.内 部 障 害 の 場 合

5.4.1.

(1)概

D所

レ一二社会

地

式株

要

在

横浜市 神奈川区松 本町3-25

iD設 立 昭和58年7月

身 体障害 の なか で心臓機 能障害,腎 臓機 能障害,呼 吸器 機能 障害の三 つ を内部障害 と

い ってい る。障害程 度等級は1級,3級,4級 の3等 級 だけで1級 は身辺 の ことも自分

の 力で 満足にで きない よ うな もの,3級 は家庭 内で の動きに不便 を感ず る もの,4級 は

社会で の活動が十 分で きな い もの とされ ている。 この判定は一定 の医学 的基準に よって

行 われ ているが,し か し等級 に よる分数は絶対的 な ものではな く,た とえば,心 臓 と呼

吸器 の1級 では 継続的な就 労はほ とん ど出来ないが,腎 臓機能が ゼ ・に等 しい腎臓の1

級 では 人工透 析治療に よって就労が可能で あ る。

内部障害 に共通 してい るのは,運 動機能が 著 しく低下 してい るこ とで,重 い荷 物 を持

つ こ と,早 く歩 くこ と,走 るこ と,等 が制 限 され一般 には デ スク ワー クか軽作業 が適当

といわれ てい る。

内 部障 害者は外 見的には非障害者 となん ら変わ りは ないが,雇 用す る側 としては,就

業中 に身 体の具 合が悪 くな るのでは ないか,仕 事の能 率が落 ちるのでは ないか等の理 由

によ り雇用は なかなか進 まないのが現 状で ある。働 く意志 と能 力を持 ちなが ら就労で き

ず,あ るいは長期 の治療で退職した後 新 しい就職先 が見つか らない場合が 多 い。

内部障害 者の雇用 につ い て一般の理解が なかなか得 られず苦慮 してい る腎臓病 の人達

が 自分達 の力で雇用 を生み 出した ケースを と りあげてみた い。

人工透析 を受け ている腎臓病患者は医療 費が金額 に して年 間600万 円以上 もかか り,

週2～3回,1回5時 間以上の透析 を受 けなければな らないために就労時 間 の問題や,

医療費 負担 問題で 退職 して しま うケースが多 く,し か もい ったん失職す る と再就 職は き

わめ てむず か しい。一家 の柱 とな るべ き人が病気の為失職 してしま う事は家庭 の悲劇 で

あ り,社 会的 に も大 きな損失で あ る。

現在は 医療技術 が進歩 し,透 析時 間を除 けば一般 の就労が可能 な人 も多い。 しか し内

部障害 者の場 合,身 体障害 者のいろいろ な助成 策を受け る事がむずか しく,そ の為雇用

は 進まな い現 状に あ る。

この よ うな背景 にあ って1つ の ケース として神奈川県 の腎臓病患者 の団体で ある神奈
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川県腎 友会 は会員の就 労 を強 く望み なが ら,な か なか雇 用が進まな い事で,県 労働部の

指導 の もとに,パ ソコンの ソフ トウ ェア開 発 を主 目的 に株 式会社 ニ ーレ(代 表 取締役内

田三郎)の 設立にふみ切 った。 メディ カルコア神奈川(病 院)が 社員の透析 を引受け,

又 同病院 の一部 を無償で 提供 す る とのこ とで計画が 具体化 した。

又 ソフ トウ ェア開発 につい ては(株)横 浜電算 の協 力で,現 在6名 の社 員が 研修 を受

けてい る。 研修内容は まず 初歩的なベーシックを3ケ 月 マス ターしたあ と ビジネ スパ ソコ

ンの事 務用 べ ーシ ソクを更 に6ケ 月履 修す るこ とになってい る。近 い将 来 ,病 院が特別

の建 物 を建 設す る予定で1階 をオフィスに,2階 を透析 室にす る予定 であ る。 したが っ

て(株)ニ ー レの社員は透析 室に もパ ソコンや電話 を持 ち込み透析 を受 けなが ら仕事が

出来 るよ うにな る。 透析 中に操 作す るた めには片手 しか 使 えない。そ こで パ ソコ ンの機

能の一 部を改造 し,左 右 どち らかの手だ けで使 えるよ うに してい る。

透 析 中のパ ソ コン訓練

人工透析 を受 けてい る人は神奈川 県下で2,500名 程度で,全 国的には52,000人 位 とい

われてお り,昭 和65年 頃 には10万 人近 くに な ると推定 され てい る。夜間 透析 や家庭透析

の方法 もあ るが,実 際にはあ ま り実 施 され ていない。

㈱ ニー レは透 析時間中 も勤務 が可能 というきわめて ユニー クな考 え方で 医療 と職場 の確

保 とい った全 国で も初め ての ケ ース と して注 目され る。

内部障害者 の職種 として ソフ トウ ェア開発は最 適の業種 とも考 え られ,そ の為 の教 育

体制や 受 け皿 の確立 が必要 と考 える。(株)二 一 レで最 も問題 となった のは コンピュー

タ技術 者教育 であ る。特 に中高年令者 が多 い腎臓 病患 者に対 し,適 性や 教育内容 の理解
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が どの程度成功す るか,今 後 の本人の努 力 にか か って い る と もい え よ う。又,教 育期

間中の賃金 の保障 にっい て も,現 行の諸制度の 中では,教 育 訓練用 の機器の費用 を含め

企業 の リス クの中 でこれ を生み 出 してい くには大変な事で あ る。

身体障害者に とって多額な 費用 を払 って,民 間の訓練機 関(専 門学 校等)を 利用す る

こともむずか しく,公 の訓練機 関も非常 に少ない。 このような状況 の中で(株)ニ ー レは 全

くの未経 験者 を雇用 あ るいは職 場適応訓練生 として受け入 れ,教 育 を行 っているが,こ

の教育 訓練の問題 こそ,今 後解 決 を図 る必要があ る。

5.5.ま と め

この章 では,各 障害 別に国内 のい くつかの施設 ・機関等の調査 を した。 最後に簡単にま

とめ てお きたい。

本章で 紹介 した機関 ・施設等は 目的に よって大 き く2つ に分 け られ る。1つ は教育 ・訓

練後 に一般 企業に就職す るこ とを前 提 とす るもの,他 方は,就 業 もそ の施設で行 うもので

あ る。前者 は比較的軽度 の障害,後 者は比較的重度の障害 を対象 に してい る。(た だ しこ

こで重度 ・軽度 とい うのは,就 労の困難 さに も とつ くもので,1つ の障害 の中での程度 に

は対応 していな い。)前者の 例が 国立職 業 リハ ビ リテーシ ョンセ ンター,筑 波 大での構想等

で あ り,後 者の例が トーコロや ニー レ等であ る。重度の障害者や透析 患者が 非障害 者 とと

もに一般企 業で働 くのは現 状では 困難であ るので,2つ の タイ プの存在理 由があ る。 しか

し,企 業側 の努 力,社 会の 意識 の向上等 に よ り,よ り重度の障害者 が一般 の企業で 働け る

よ うにす る ことは,今 更言 うまで もな く重要な課題であ る。教育 ・訓練機関は,障 害者 の

教育 ・訓練 だけでな く,企 業の教 育あ るいは コンサ ルテ ィ ングも積極 的に行 うべ きであ る。

障害者に対す る情報処理教 育 を考 えてい るわけであるが,教 育すべ きことは非障害者に

対す るもの と同 じことを想定 してい るのであ るか ら,障 害 に よって様 々な問題が生 じるわ

けであ る。 本章 の各節の 内容 か ら,各 障害 における教 育 ・訓練上 と就 労上の問題点 を拾い

出 してみた のが次 ペー ジの表 であ る。 これ をみる と,今 更の よ うに,極 く当然 な問題点が

殆 であ ることに気づ く。 これ は,そ のよ うな基 本的な問題 に対応す る状 況が依然改 良され

てい ない こ とを示 してい る。 しか しなが ら細かい点を見る と,や は り技術的進歩 による変

化があ る。 た とえば,視 覚 障害者 の問題 として,CRTデ ィス プ レイの読取 りの問題が あ

るが,こ うい った デ ィス プ レイ装置 に よる プ ログラムのエ デ ィテ ィングが一般的 にな った

のは比較的最近 の ことで ある。10年 程前 の障 害者に対 す る情報処理教 育の問題点の 中には,・

上肢 障害者 は プ ログラム全体 を見渡 しなが らデバ ッグす るのが 困難で あ るた め,CRTデ

ィスプ レイを用 いたエ デ ィタの開発 が望ま しい とい うよ うな ことが あげ られ てい る。現在

では フル ス ク リー ンに よるエ デ ィテ ィングが一般的であ るか ら,隔 世 の感が ある。 これ は
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各障害における教育 ・訓練上、就労上の問題点

障 害 教育 ・訓練上の問題点 就 労 上 の 問題

マ ニ ュ ア ル の学 習(点 字 マ ニ ュ ァ

視 覚 ルの不足) 同 左

デ ィス プ レイ装 置の読取 り

聴 覚
会話による指導が困難 会話が困難であるが,運 動障害を伴わな

聴講 が困難 ・運 動障害 も伴 うこ と ければ 比較 的問題は ない。
言 ……五
口 回ロ

が あ る。

特 に大 きな問題 はな い。 通勤が困難

下 肢 職場 を車イスが使 えるよ うに改良す る必

要があ る。

上 肢 周辺入出力機器の操作一般 同 左(能 率が大分落ちる)

四 肢 通勤が困難 ・各種の専用補助機器が必要

内 部
中高年令層が多い 再就職 とな るケ ースが多 く,そ れは 困難

(透析)
治療が高額なため就職が困難(保険治療)

治療 に多大な時間 を必要 とす る。

同時に視覚障害者 に新 た なハ ンデ ィキ ャ ップをもた らしたので ある。

情報処理教育 において考 慮せねば な らぬ重要 な点に適性が あ る。情報処理技術 は障害者

に とって確か に有 利な面 を持 ってい る。 しか し各個人 の適性 を適確に把握 しない と,最 終

的 に障害者 に とっても不幸 な こ とにな りかね ないか ら,職 種 の選択に関 して,教 育機関は

充分 な カウンセ リン グと評 価 を行 うべ きであ る。 プPグ ラマは他人 と協 力 して仕事 をす る

に して も,自 分の守備範 囲の中では,個 人的 な性格が 強い。他人の書 いた プPグ ラムには

でき るだけ頭 をつ っこみ た くな い とい うのは 少 しで もこの種の仕事 を した こ との ある人に

はす ぐ了解 され るこ とと思 う。 したが って,う ま く行 かぬ場 合や 自信 を失 くした ときの挫

折感 も強い。

米 国ウ ッ ドロー ・ウィル ソン ・リハ ビリテーションセ ンタ ーの,プ ログラマ養成 コースで

は,プ ログラマ としての教育 を受 けるには 次の よ うな性格の持 ち主 であ るこ とが必要で あ

るとしてい る。① 正直であ るこ と,② 時 間や 約束 を守 るこ と,③ 身だ しなみ が良いこ と,

④清潔で あるこ と。 これ らは,プ ・ グラムの1行1行 に エ ラーが無 いこ とに責 任 を持 ち,

無駄が な く他人に も分 り易 い プログラム を書 くとい う,几 帳 面 さの要求 され る仕事に就 く
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た めの 必要条件 と考 え られ る。学 力 としては高校卒業か又は同程度 の学 力を有す るこ と,

IBMの プログラマ適性検査で50点 以上 を取 ることをあげ てい る。

本章 で紹介 した よ うに,日 本で も障害 者に対す る理解は 徐 々に深 ま り,教 育 ・訓練 施設

の増加や障害者 の就 労 とか大学 進学 とか が聞かれ るようにな ってきた。 しか しなが ら,欧

米諸 国 と比較す る と,や は り立 ち遅れ てい る。 しか もそ の立ち遅れが,単 に設備 ・機器 ・

施設な どハ ー ド的な 面 とい うよ りも,む しろ関係者や社会 一般の意識 に起因 している と思

われ る点が,問 題 の解決 に楽観 を許 さない状況を作ってい る。我 国の 施設等の 中で も,特

にユ ニ ークな構想に基 いた もの とか,成 功 してい る例 を見 る と,関 係諸 氏の(障 害者 も勿

論含め て)熱 意 と努 力が実 りつっあ るものであ るこ とが よ く分 る。 こ うい った ものは,立

派な建物 と高価な機器 を揃 えれば 出 来る とい うものでは ない。 は っき りした 目的意識,特

に現 在不足 してい る どうい った ものに照準 を合わせ,ど のよ うな就労態 勢 を 目指 し,ど の

ような技術者 を育 て るのか とい う,明 確 な方向付 けが必要 であろ う。 そ うでなければ,障

害 者に対 して良い刺激 とは な りに くく,本 当に優れた人材 も育ち難 い。
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4.身 体障害者情 報 処理教 育の実態 一 米 国編 一

4.1.訪 問 調 査

1983年11月 中 旬 か ら2週 間 に わ た り,米 国各 地 の リハ ビ リ病 院,大 学,障 害 者 施 設 等 に

お け る障 害 者 のた め の プ ログ ラマ養 成 に 関 す る訪 問 調 査 を行 った。

訪 問先 は 下 記 の 通 りで あ る。

①ELCAMINOCOLLEGE.

②WC.1.L.

WESTSIDECOMMUNITYFORINDPENDENTLIVING.INC.

③T.1.R.R.

TEXASINSTITUTEIFORRE}IA.BI]]ITAIONANDRESEA.RCH.

④W.W.R.C.

WOODROWWILSONREHABILITATIONCENTER.

⑤ 国 立 聾 工 科 大学

ROCHESTERINSTITUTEOFTECHNOLOGY(TECHNICAL

INSTITUTEFORTHEDEAF)

⑥BIPEDCORPORATION(BUSINESSINFORMATIONPROCESSI-

NGEDUCATIONFORDISABLED)

⑦ そ の 他

。VETERANSADMINISTRATIONMEDICALCENTER .

。TELESENSORYSYSTEMS
,INC.

。SPEECHPLUS
,INC.

以 上 の うち① 及 び ⑤ は 大 学 の 教 育 機 関,③ と④ は リハ ビ リ病 院,② は 障 害 者 の 施 設,い わ

ゆ る 自立 生 活 セ ン タ ー,⑥ は 産 業 界 に よ る非 営 利 教 育 団 体 で あ る,⑦ の 訪 問 先 は,障 害 者

の ため の 機 器 の 開 発 を 目的 と した研 究 所,企 業 等 で あ る。

(a)大 学

・ELCAMINOCOLLEGE

プ ロ グ ラマ の 養 成 機 関 と して カ リフ ォ・レニ ア州 ロ スア ン ゼ ル ス のELCAMINO短 期

大 学 が あ る。(州 立 の短 期 大 学)

同 大 学 は 日本 で い う短 期 大 学 と職 業 訓 練 校 の性 格 をあ わ せ 持 ち,職 業 教 育 を主 体 と して,

い くつ か の職 種 を専 門 的 に 教 育 す る機 関 で,こ こ の コー ス に コ ン ピ ュ ー タ プ ロ グ ラマ養 成
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科が あ り,か な りの数の障害 者が在学 してい る。 この大学は 多額 の資金 をか けて,内 部の

建物や 施設 を,車 椅子の障害 者に も利用 出来 るよ う整備 し,障 害者が受 け入れやす い環境

条件 を整 えてい る。

教育は非障害 者 と一緒で あ るが,聴 覚障害 に対 しては手話通訳者 をつけた り,脳 性 マ ヒ

で筆記能 力の 劣 る人には期末 テス トの時間 を調整 した り,視 覚障害者 には リーデ ィ ン グマ

シン(文 書 を読み 取 って音声で 出力す る装 置)を 使 った りす るが ,教 育は非障 害者 と一緒

に行 うこ とを原則 と してい る。

リーデ ィングマシ ン

ここでは,聴 覚障害者 を教師 として雇用 してお り,一 般学生 に生 活 を教 えた り,聴 覚障

害者 の学 生の教育 を担 当 して成果 を上 げてい る。聴覚障害者 のた めに特 別な コン ピュータ

言語 の手話は 無 く,指 文字 を使 ってい る。

カ リフォルニア州では障害 者の授業料は現 在の ところ無料で あるが,今 後は きわめてむ

ずか しいであろ うとの事で あ る。

・ 国立聾 工科大学ROCHESTERINSTITUTEOFTECHNOLOGY

(TECHNICALINSTITUTEFORTHEDEAF)

国立聾工科大学 は ニュ ーヨークか ら飛行機 で1時 間程のナ イヤガ ラ爆布 の近 くロチ ェス

ター市に ある。

ここは ロチ ェス ター工科 大学 の中で聴覚障害者 に対 し,職 業技術 に関す る短 大 レベ ルの

専 門教育 を行 ってい るもので1965年 に設立 され,事 務学科 の中に コ ンピュー タ専攻 コース

が設 け られ ている。教 育内容は コンピュータを使 った応用技術が主 で,会 計,マ ーケ ッテ

ィ ング,販 売 ビジネス等で あ る。

一45一



ここでは70dB以 上の聴 力損失が ある聴 覚障害者 を受 け入れ ている。

特 別な援助サ ー ビス としては,手 話通 訳,ノ ー トテ ーキ ングサ ービス,職 業指導,カ ウ

ンセ リング,手 話訓練等 が ある。

教育期間は2年 間で あ るが,優 秀 な学 生は ロチ ェス ター大学 に編 入が出来 るが,短 大の

資格 の単位が とれ ない学 生 には,一 定 の テス ト合格者 に職 業訓練 コース修 了証書 を出 して

い る。

主な就職先はIBM,ZEROX,ITT等 の大企 業が 多 く,そ の理由は大企業は障害

者に対 し,い ろいろなサ ポ ー トが出来 るか らで あ る。 実習用 の コン ピュータはIBM4331

を使用 し,端 末機 を使 ってデバ ッギ ングを行 ってい る。

(b)リ ハ ビ リ病院ほか

。W .W.R.C(WOODROWWILSONREHABILITATIONCENTER)

W.W.R.C.は ワシ ン トンか ら車で4時 間(飛 行機で1時 間)も かか る フィ ッシャーズ

ビルにあ り,1947年 傷病軍 人の病院 として設立 されたが,現 在では総合 リハ ビ リ病 院 とし

て500人 以上に対 し職業 的 トレーニ ン グを含む リハ ビ リテ ーシ ョンを行 ってい る。

ここの コンピュー タ ・プ ログラマ 養 成 の 最 初 の動 機 はIBMの 社 員が事 故で四肢 マ ヒ

とな り,社 会復帰 を したい とい う強 い願 いか らIBMが 資 金や教 師を出 して プ ログラマ と

して教 育 し,復 帰 させ る事 に成功 した経 験か ら,障 害 者に対 しプ ログラマの訓練は非常に

有効 であ る との結論 か ら,本 格的 な トレー ニングを行 うよ うにな った。

訓 練生は年間10名 前後 で,期 間は1年,ホ ス トコン ピュ ータは リッチ モ ン ド市の 中央政

府のIBM3033型 を リモー トター ミナ ル として使 ってい る。

=籔

、
彰
'
◇
壷
㍉

視覚障害者(弱 視)の ための拡大鏡によるデバ ッギング
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ここでは障害 者が使 いやす い よ うに,い くつかの機器の改造が為 され てお り,例 えば プ

リンタ出力帳票 で デバ ッギ ン グをす るための用紙 をゆ っくり前後 に回転 させ る装 置,脳 性

マ ヒ者が フローチャー トを書 くための流れ図 を固定す る道具,弱 視 者の ための拡大鏡等が

ある。 なお産 業界か らは カ リキ ュラム作成 の ア ドバイスや専 門家 の特 別講義 等 をお こな う

こ とに よ って密接に連絡 を と り合 って いる。

。T.1.R.R(TEXASINSTITUTEFORREHABILITATION

ANDRESEARCH)

T.1.R.R.は テキサス州 ヒュース トン市内に ある総合的 リハ ビ リ病 院で,病 院 長のス

ペ ンサ ー博士 の方針で 多 くの障 害者が職 員 として勤 務 している。

ここでは重 度障害者 が統計 処理 プ ロ グラマ として活躍 してお り,又 自らも教 師 とな って

障害者 の プログラマ教 育 を担 当 してい る。 彼は,障 害程度ではか な りの重度で,人 工呼吸

器 をつけ,四 肢 マヒのため車椅 子で しか も指2本 が,か ろ うじて10セ ンチ四 方 しか使 えず,

このよ うな重 度 の障害 者が プ ログラマ と して,叉 訓練担 当の教師 として活躍 していたのに

は 驚か された。

ここでは リハ ビ リの トレーニ ン グの

中にパ ソコンを使 った機能回 復訓練 を

行 ってお り,パ ソコンその もの に興 味

を持たせ る事 に よって社会復 帰 の可能

性 を見つ け出そ うとしてい る。 リハ ビ

リの トレーニン グに パ ソコンを使 う理

由は,い ままで車の運転 とか,あ るい

は 体を使 う仕事 を していた人が,車 に

よる事故,あ るいは スポ ーツの事故で

障害者 とな った場合,今 後は ど うして

も デス クワー ク的な仕 事につか な けれ

ば な らな い。そ のためには まず パ ソコ

ンに興 味 を持たせ る事に意義 が あ るの

だ とい うこ とで あ った。

。VETERANSADMINIST-

RATIONMEDICALCEN-

TERほ か ドン ・ロッシ氏

障害 者情報 処理教育の実態 調査 の一環 として,周 辺 の調査課題は 多数あ るが,こ の中で

特 に アカデ ミックな活動 の典 型例 として ス タンフォー ド大学 関連 施設の訪 問 を意図 した。
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その理由は か って同大学電 気工学科 の リンビノレ教授(Linvill,JohnG.)が 研究室 を動員

して盲 人のため の読 書器 を研究 し,有 名な オ プタコン(Optacon)を 発明 し,そ の実用化

販売 のためTELESENSORYSYSTEMS(TSI)株 式会社 を創 設 させた事実か ら,

その後 の研 究開発 を視 察す べ き と考 えたか らであ る。 同教授の紹介 によ り,同 大学大学院

学生 の研究 の場の1つ であ るVETERANSADMINISTRATIONMEDICAL

CENTER(在 郷軍人会 の 管理す る全米規 模の病院 システ ムの1つ で,PaloAltoに あ

る)の リハ ビ リテ ーシ ョン研究開発 セ ンターを視 察 した。 人員60名,年 間100万 ドルの研

究所予算で 神経 一筋 システ ム,整 形外科,人 間機 械統合系 の3部 門を担 当 して いる。特 に

第3部 門は障害 者 と機械 シス テムの統合に よ って障害 を乗 り越 えよ うとす るもので,マ イ

ク・コンピュ ータ応用 に よ り,重 度障害者(四 肢 麻痺)の 車いす制御(超 音 波 センサ応用) ,

音声制御 マニ ピュ レータ等 の実演 を参観 した。

これ らの 高度技 術は重 度障害者 と計

算機 との イ ンターフ ェイ ス としての機

械に応用で き るので発展が 期待 された。

つ いで上述 のTSI社 と,文 字 一音

声変換技術 に専念 す るた めそ こか ら分

離 したSPEECHPLUS社 とを訪問

調査 した。両社はMountainViewに

あ り隣接 してい る。盲人用Optaconは

既に全世 界で応用 されて い るが,両 社

は更 に文字認識 と音声 合成 技術 を組合

わせ た機器 の開発 に意 欲 を示 してい る。

現 在の計算機 と人間の イ ンター フェ

イスは視 覚 を経 るものが不 可欠で あ る。

しか し音声 合成に よ る聴 覚 経 由の情報

路をよ り繁 ぱんに利用す る ことが,視

覚障害者 のみ でな く,一 般 の操 作者に

とって も福音 とな る要素 が大 きい。そ

の意味で両社 の将来の発 展 を期待 した

いo 超音波センサによる車イス
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超音波センサによる車イス

音 声制 御マニ ピ ュレー タ

(c)障 害 者の施設,民 間の 団体

・W .C.1.L(WESTSIDECOMMUNITYFORINDEPENDENTLI-

VING,INC.)

障害 者が 自立 してい くための機関 と してW.C.1.L.(自 立生活 セ ンター)を 訪問 した。

ここは ロスア ンゼ ルス市 内にあ り,行 政機 関の資金 を受 けて,障 害 者 自らが ス タ ッフ とな

って同 じ立場にあ る障害者 のため にさま ざま なサ ービスを行 う機 関で あ る。

主 な仕事は リハ ビ リを終 えた障害者 が家 庭で生活す る為 の トレーニ ングや,障 害者 の た
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め に 住 居 を見 つ け る仕 事,障 害 者 が 外 出 の と き車 の サ ー ビス 手配 をす る事,助 成 金 申請 の

書 類 の 代 行,カ ウ ンセ リ ン グ等 で そ の サ ー ビスの1つ と して コ ン ピ ュ ー タ トレー ニ ン グ コ

ースが あ る
。

コンピュータ トレー ニング用端末

IBMの 援助で初 め られ た トレーニ ングは1981年 か ら同 じくロスア ンゼルス市 内の ノー

ス ロップ大学の 分校 の1部 を借 りて実施 してい る。

トレーニ ングは主 と してCOBOLを 中心 とした初級 プロ グラマの養成であ る。訓練 生

は年間15名 程度で ホ ス トコ ンピュータは ノースPッ プ航空 会社の ものを リモ ー トター ミナ

ルで 使 っている。

終了生 は民間企 業に職業 紹介 され,又 この訓 練には民間 会社25社 が協力 してい る。

訓練生 は原則 と して入学 時に授業料 を払 うが,人 に よっては企業 に就職後払 う事 も出来

る ようにな ってい る。

COBOLを 中心 として い る理 由は,雇 用機会 の 多い大企 業の コンピュ ータ部門に就職 さ

せ る事 を 目標 に してい るためであ る。

。BIPEDCORPORATION(BUSINESSINFORMATIONPROCE-

SSINGEDUCATIONFORDISABLED)

障害 者の施設 ではな いが,民 間企業の援助 だけで運営 して いるユニ ークな教 育訓練機関

のBIPEDを 訪 問 した。

BIPEDは ニュー ヨー クよ り車で30分 ほ どの ス タンフォー ドにあ り,既 存 の老 人施設の

建 物の一 部を借 りて教育 を行 っている。

BIPEDの 特 色は設備,運 用の資金が す べて民間の企業 の 出資 によって実 施 され てお り,
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どち らか と云 えば 企業の新 入社 員のための特別 の訓練機関で,そ れを障害者が受 け入れや

す い よ うに整備 した共 同の運 営団体で ある。 米国の場合政府か らの資 金だけに頼 ってい る

と,あ る時期大 幅に予算が カ ッ トされせ っか くの組 織が ダメになる場 合がある。 ここは 行

政機 関の援助 を全 く受 けず に民間企業の基 金だけで運営 され ている。

BIPEDは50以 上 の企業 の代表者 によ る委員会 と実際 に運営 してい く責 任者が協 力 し

てそ の 目的 を達成 しよ うとしてい る。

日常活 動につい ては更 に5っ の,委員会 が出来て い る。{1)入学 生選考委員会,(2)カ リキ ュ

ラム委 員会,.(3)内 部設 備委 員会,(4)職 業紹 介(援 助)委 員会,(5)企 画委員会(運 営方針,

将来計画)

口を用いた入力作業

回 転 台
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訓 練機関は11ケ 月 とな ってお り,産 業界で初級 プ ログラr7と して即戦力 となるよ うな実

務訓 練 が主体で,そ のため企業が要求す る最新 の技術 レベ ノレを保 つため企業側か らの専門家

に よってた えず カ リキ ュ ラムを再評 価 してい る。

学 生は企業 に就職 した よ うな感 覚 を持たせ るために ビジネスマ ンとしての服装で ビジネ

ス マナ ーを学 び,タ イプ,ワ ープ ロ,コ ピー,電 卓が使 えるよ う専門机 が与 えられ てい る。

ホス トコンピュータは ユニオ ンカーバイ ト社 の もの を リモ ー トター ミナ ルで使 っている。

ここで も障害 者のために特 別な工夫 され た機器 を使ってお り,そ の一例 として両手 の使 え

ない人 は 口で棒 を くわ えて入力 した り,テ キス トの読み 台が回転 出来 るよ うに工夫 されて

い る。我々が訪問 した際は四肢マ ヒの障害者が口でくわ えた棒に よって端 末で入力 を行 っていた。

〈教育訓練内容〉

トレーニ ング期間は,い ずれ も1年 間(短 期大学 は2年 以上)で 初級 プロ グラマ養成 を

目的 としている。言 語はCOBOLが 主 でそ の他にRPG,BASICで あ る。その理 由は

初 級 プゴ グラマ として雇用 されやす い民間企業 の コ ンピュータ部門が 目標 であ るか らで あ

る。

トレーニン グを受 け入れ るには,学 力テ ス トの他 プロ グラマ適性 テ ス ト,人 物評価等 の

面接 を受 け総 合的に判断 され る。 能 力水準 は比較的 高い レベルを要求 され ている。

BIPEDに おけ るカ リキ ュラムを以 下に紹介す る。

期間:11ケ 月(4段 階 に区切 られ てい る)

(第1段 階)466時 間(17週 間)

当初は1日4時 間 で実務の環境 に慣れ るための教育 を行い,身 体的耐性 を確 立す る。

その後,1日6時 間 か ら8時 間迄 訓練時間 を延長す る。

デ ータ処理 入門,COBOLを 用 いてい くつかの プロ グラムの作成。 フ ローチ ャー ト。

デバ ッグの方法。 データ処理 部門の概念 と構造の学 習。

プロ グラムが本人に とって望ま しい職 業 とな るか ど うかの学習。

(第2段 階)406時 間(12週 間)

COBOL言 語 を主 として ター ミナルを使 って訓 練す る。 い くつかの参 画企業 を訪問

し,企 業 よ り応用技術 を学ぶ。

委 員会 メンバ ーに よ る技術運営 に関す る講義 の聴講。

時 には時間外勤 務を経験 させ,参 考資料 を使 っての プロ グラムのデザ イ ンと作成。 他

の学生 の作った プ ログラムとの相互作用 を用 いての チ ーム ・プログラム。上級 デバ ッグ。

(第3段 階)406時 間(12週 間)

MVSと コン ト・一ル(ユ ーテ ィ リティ)プ ロ グラムの概念及 び詳細の個人,チ ーム
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学 習,チ ーム参 加に よる システ ムの デザ インと運営技術 を用いたその実行。

参 画企業 の先 進的技術 。特別講義や雇用 を予定す る企 業 か らインタビューを受ける。採

用の内定。

(第4段 階)140時 間(4週 間)

委 員会 メンバ ーの特 別講義。 ワークシ ョップに参 加。採 用企業 での採用前 労働の学 習。

〈入 学 条 件〉

いず れ も高卒 以上の学 力 レベ ・レを要求 され,適 正 テス ト,数 学,人 物テ ス トを受 ける。

障害 者は そ れぞ れの障害 の程度 によって基準は 考慮 され,職 業的 自立が可能 か,本 人の精

神 的安定 度,協 調性,集 中 力,根 気等総合的 に評価 され て定 め られ る。

4.2.訪 問 調 査 所感

今回の訪問調 査 を通 じて感 じた のは,コ ン ピュータの プロ グラマが障害 者に とってきわ

めて有 望で あ り,又 障害 者 もこの職種 につ く事 を希 望す る者 が多い とい う事 であ る。

産業 界では,不 足 してい る プPグ ラマ等 の技術 者の確 保,障 害者 に とっては その ハ ンデ

ィキ ャ ップを頭脳 労働 によ って解決 していこ うとす る旺盛な 自立心が うま く作用 し,全 米

各地で の トレーニン グに成果 を上げ ている とい うことであ る。

もちろん,そ の背景 には 障害者が一生 を通 じて福祉 サ イ ドの援助 を受 ける とす れば,そ

の社会的 負担は膨 大な もの とな り,国 家財政的 に も成 り立た な くなる恐れが あ るか らで あ

ろ う。

又,障 害 者に とっても社会 的に 自立 してい く事は 自 らの幸せ につなが り,厳 しい競争社

会 に非障 害者 と共 に働 く事 の意義 を見い 出そ うと努 力 してい るか らで ある。

IBMの 試算 に よる と,1就 職 当 りの全 コス ト14,200ド ルに対 し,収 入は 平 均 初 任 給

15,500ド ル として税 収は5,750ド ル(雇 用主 負担含む)と 支援不必要費の節約7,000ド ル

で合計12,570ド ル節 約 され,14,200ド ・レの訓練費用は58.8週 で払 い戻 され る計 算 とな る。

米国流 の合 理主義 的考 え方 は,訓 練に ホス トコンピュータを持た ない点で もは っき りし

ている。 いず れ も端 末機 のみ で,ホ ス トコンピュータは 必要 な時間だ け通信 回線 で使 って

い る。 ホス トコンピュ ータの費用,設 備,メ ンテナ ンス料等 を考 える と大幅 な節 約であ る。

今後は端 末機 をパ ソコンに代 えるところが 多 くなる と思 うが,パ ソコンに通 信機能 を持

たせれば,更 に ホス トコンピュータを持つ必要性が無 くな る。

又,米 国での障害者 の訓練 には産業 界が深 くかかわ り合 っ ている事は注 目すべ きであ る。

我が 国では 福祉 の分野 に近 い仕事は 役所のや る事 との考 えがあ るが,米 国では 産業界が

積極 的に これ に参画 し,良 く訓 練 され た優秀 な技術者 を迎 え入れた い と思 ってい る。
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産業 界 自身 が訓練の最初の段階 か ら,カ リキュ ラムを整備 し,講 師 とな り,委 員会に ボ

ランテ ィアと して出席 し,盛 んに活動 して いる。

この点は我 が国の行政 機関,企 業 も大 いに参考 に し,障 害者 を本当に産業人 として受け

入れ なければ,企 業 も本人 も損失 で あ るこ とを 自覚す べきであ ろ う。

リハ ビリ法案成立後の米 国社会 で の障害 者 を差 別す る壁は完全 には とりは らわれて いな

いに して も,教 育の機会や雇用 を可能 とす る公共 施設や建物の改 造等が積極 的に行われ,

教 育に対す る投資は必ずそ の何 倍 に もな って社会 に還元 され るのだ とい う合 理的な考 え方

が,米 国社会 を作 ってい く根 底に あ ると思 われ る。

一54一



5.情 報 処 理 研 修 セ ン タ ー の 当 面 の課 題

本章では,3,4章 で述べ た 国内外の現状をふまえて,情 報処理研修セシターが身体障害者

の情報処理教育 にお いて当面 取 り組む べき課 題につ いて論ず る。 かつ ては黒 板 とチ ョー ク

のみ といって も過言で なか った教育用機器 も,最 近は 多種の 高性能 機器が開発 され,ハ ー

ドウ ェアを抜 きに しては 教育訓練 を論 ず るこ とがで きな くなった。 また,身 体障害者 を対

象 とす る特 殊性 もハ ー ドウ ェアの重 要性 を増 している。 したがって,ま ず5.1に お いては

ハ ー ドウ ェアに関す る課題 を論ず る。 ハ ー ドウ ェアの現状は,3,4章 のい くつかの 部分

にも述べ られ て いるが,ま とまった記述がな いので,現 状 にやや 多 くの紙数 を割 いた。

ソフ トウ ェアの ないハ ー ドウ ェアは,魂 のな い肉体のよ うな もので あって,シ ステ ムが

生 きて活 動す るためには ソフ トウ ェアは不可欠で あ る。5.2で は 教育訓 練の ソフ トウェア

におけ る課題 を論ず る。 ここで い うソフ トウェア とは単 に計 算機 の プ ログラムを意味す る

のでは な く,教 育訓 練の方法や それ を支 える体制 にまで及ぶ 広範 囲 な ものであ る。

5.1.教 育 訓練 の た め の ハ ー ドウ ェア 開発 要 素

5.1.1.現 状

教育訓練は教授 者 と学 習者 間の情報 の相 互伝 達(コ ミュニケー シ ョン)に よ って行われ

る。障害者は何 らかの形で この コ ミュニケーシ ョンが阻害 され てい るので,こ れ を軽減す

るかあ るいは取 り除 くための システ ムが必要にな る。 また,教 育工学 の発展 によ りいわゆ

る教育機器が 開発 され てい るが,障 害 者が これ をその まま使用す る こ とは,や は りコ ミュ

ニケー シ ョン阻害 のため困難 なので,障 害者用に改 良す るか あ るいは新規開発 しなければ

な らない。 教育訓練用 ハー ドウ ェアにつ いて考察す るにあた り,前 者 を コ ミュニケーシ ョ

ン補助機器,後 者 を教育機器 とよぶ こ とにす る。本節では まず これ らの機器 の現状 を概 観

し,そ の後に情報 処理研修 セ ンターが取 り組むべ き課題につ いて論 ず る 。

身 体障害 者が コ ミュニケー シ ョンを行 うときの阻害要因は 大別す る と次 の2つ に なろ う。

(A)情 報伝達機能 自体の障害。

(B)(A)以 外の障害 で コ ミュ ニケ ーシ ョンに関 わる行 動を妨げ るもの。

(A)は感覚(視 覚,聴 覚)お よび言語障害で あ る。(B)は主 として運動機能 障害で あ り,字

や 図 を書 くこ とがで きない,.タ イプで きない,ペ ージをめ くるこ とが で きな い,な どの状

態 を指 してい る。

情 報伝達機能 障害 を取 り除 く機器は,窮 極 的には感 覚代行機器で あ るが,現 在は真 の意

味でその 名に値 す る ものは存 在せず,研 究段階 にあ るか,あ るいは点 字の よ うに最 終的形
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態 に至 る中間段階 にあ る。 以下に既 に開 発 された機器 を列挙す る。

(1)点 字 タイプライタ

(2)点 字 ライ ンプ リンタ

〔3)点 字 デ ィスプ レイ

ペ ーパ ー レスブ レィ ル ともい う。

商品 名で デ ィジヵセ ッ ト,プ レイル コー ド,プ レイ レ ックス,パ ーサ ブ レイル,プ レ

イ リンク,マ イ ク ロブ レイ ラな ど とよば れ るものが,ア メ リカ,イ ギ リス,西 ドイ ツ,

フランスか ら市販 され て い るが,い ずれ もアルファベ ッ トが 対象 であ る。構 成は 大 同小

異であ って,キ ーボ ー ド,バ ッファ(4Kバ イ ト程度),外 部記憶(カ セ ッ トや フ ロ ッ

ピィデ ィス ク),一 行 分 の点字表 示部か らな り,あ る程度の ワー ドプPセ シン グ機能 を

もっている。 これ らの装 置の 目的は,紙 を使 わない点字表示 を行 うことに よって,視 覚

障害者が メモがわ りに使用 した り,文 章の編集訂正 を容易に して晴 眼者 との コ ミュニケ

ー シ ョンに用 いた りす る ことであ る
。

(4)点 字複製装置

点訳者の 負担 を軽減す るため に,開 発 され た システ ムで,点 字読取装 置,点 字編 集校

正装 置,発 泡点字印刷装 置な どか ら構 成 され てい る。計 算機の マニ ュア ルな どを多 くの

冊数点訳 す るときな どに有用で あろ う。

(5)視 覚障 害者用文 字読取器

オ プタコ ンの名で知 られ,こ の種の もの としてはか な りよ く用い られ てい る。光学的

に 文字 を読み取 り,そ の パ ターンを振 動子に よ り触覚刺激 として伝達す る。

(6)視 覚障害 者用読書器

光学的 に印刷文字 を読み取 り,単 語単位 で音声出 力す る。KurzweilReadingMa-

chine,TalkingOptaconな どが 市販 され てい る。 いずれ も英語で あ る。

{7)音 声 出力装 置

キーボ ー ドか ら入力 された単語 を合成音声 に よって出力 し,視 覚障 害者が計算機 入力

を行 うのを助け る。TotalTalkの 名 で発表 され ている。

(8)弱 視 レンズ

(9}テ レビ拡大式読書器'

(10)補 聴 器

(11)字 幕挿入装 置(ビ デオ イ ンフォ メーシ ョンプPセ ッサ)

(12}手 書き電話

電話信号に変換 した手 書き文字 を音響 カプ ラによ り電 話回線 を通 して伝 送 し,受 信 側

で再び 文字 に変換す る。
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(13)口 話情報表示装 置

超小型撮像管(あ るいは 素 子)ま たは光 ファイバを利用 して 口の動 きを明確に伝 える。

以上か らわか るよ うに,視 覚障 害者の コ ミュ ニケ ーシ ョン補助機 器に比べ て聴覚障害 に

ついては製品化 された ものが 少な いこ とがわか る。

(B)に属す る ものは一般 には 自助 具 とよばれ る。

-
⊥

ウ
]

つ
0

4

⊂
」

(6)

(7)

(8)

IBMの 経験 によれば,

受 け応答す る能 力を有す るこ とが 望ま し く,

いわれ る。

次に教育機器 に 目を転ず る。教 育は 教授者 と学 習者の間に三方向 の コ ミュ ニケーシ ョン

が行 なわれ なければ な らない。

←/)教 授者か ら学 習者へ の 「情報 提示」

(ロ)教 授者へ の フィー ドバ ンク(情 報が 完全に伝わ ったか どうかの チ ェ ック)

内 学 習者へ の フィー ドバ ック(学 習者の 行 った行動の結果 の正誤,Knowledgeof

Results略 してKRを 伝 える)

とくに最後 のKRが 重 要で あ り,た だ結果が合 ってい るとい う情 報(知 的KR)だ けで

な く,励 ま しを与 えるよ うな言葉(情 的KR)が 必要であ る。教 育機器は この三 方向の コ

ミュニケ ーシ ョンを助ける もので,

ほ)ス ライ ド

(2)オ ーバーヘ ッ ドプロジェ クタ

(3)映 画

(4)テ レ ビ

(5)ビ デオ レコーダ

(6)反 応分析装 置

ス フ リン ト

カ フ

ペ ンあるいは 鉛筆 ホル ダー

ペ ッグ

マ ウステ ィックおよびパ フ ・ア ン ドサ ック(呼 吸 による環境制 御)

これ らは字や 図を書 くこ とや,タ イ プライタのキーな どの操作 を助 ける。

ペ ージめ くり器

写真の利用

本 のペ ージをめ くらず とも読 め るよ うに拡大写真 を とり,壁 には りつ けてお く。

自動 ダイ アルまわ し器

あ る程 度 タイプで きるこ とが必須で,書 字 能力 と電 話で指示 を

ペ ージをめ くるこ とがで き る と有 利で ある と
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(7)テ ィーチ ングvシ ン

(8)シ ミュ レー タ

(9)CAI(ComputerAssistedInstruction)

(10}VRS(VideoResponseSystem)

な どがあ る。(1)～(5)は(イ),(6)は(・),(7)～(10)は(・Dのそれぞれ の情 報伝達機能 を拡大す る。

5.1.2,取 り組むべ き課題

このよ うな現状 に対 してす でに開発が進め られ てい るものや 提言が なされてい る部分 も

あ る。 日本語の盲人用 読書器 が開発中であ り,点 字情 報処 理 システム,触 覚 テ レビ,触 知

ボ コーダ,音 声 タイ プライ タあ るいは音声表示装 置,人 工 内耳 の研究が進 め られ ている。

聴覚障害 者の電話使用 を可能 にす るため,口 唇 の動きの情 報 を圧 縮 して,通 常 よ り回線数

の少ない テ レビ電話 に表 示す る とい うアイデア もあ る。

昭和54年 に報告 され た 「身 体障害 者のため の ソフ トウェア生 産工場 システ ムに関す る調

査研究 」に よる と,身 体障害 者の ソフ トウェア生産 を支持す る機器 として重 要かつ開発優

先順位 の高い ものは次 の5つ であ る。

(1)ラ ンダムス トア ・ラ ンダムア クセス録音器

(2)点 字 ディス プ レイ装 置

(3)音 声 文字変換 デ ィス プ レイ装置

(4)図 表 作成支援装 置

(5)光 入力装 置

これ らの機器 の開発 は いず れ も,障 害者の情 報処理教育 に多大の貢献 をす る と期待 され,

情報処理研修 セ ンターがつ ねに関心 を寄せ る ものであ るが,セ ンタ ー自体が リーダ ーシ ッ

プをとるべ き課題は何 で あろ うか。障害者 と教育 訓練 とい うポ イ ン トを考 慮す る と,次 の

2つ の方向が考 えられ る。

(1)教 育訓練に必 要な 自助 具の収集 と供給

(2)身 体障害者情報 処理教 育用CAIシ ステ ムの開発

〔1)をと りあげ る理由は い くつかあ るが,ま ず第1に 自助 具につい ての情 報の入手は 困難

な面があ り,教 育訓練機関 が最適な 自助具 についての知識 をつねに有す るためには何 らか

の機関が中心 とな って 国内 ・外の情 報 を収 集 し,教 育訓練機 関に提供す る こ とが望 ま しい

か らであ る。第2に た とえ教育訓練機関が知識 をもっていた と しても,障 害 の種類,程 度

に応 じて 多種 の 自助具が必 要 とされ る うえに,そ れ を必要 とす る期間は あ る種の障害者が

訓練 を受 けてい る間のみ とい う場 合 もあ るので,そ れ らすべ て を1つ の教 育訓練機関が そ

ろ えるこ とには 無理が あ る。 したが って,中 心 とな る機関 が多種の 自助具 を保存 して随時

貸与す る とい うシステム を作 るこ とには意味が あ る。第3に,リ ハ ビ リテ ーシ ョン機 関は
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自助具 についての情 報 を豊富 に もっているが,そ の関心はADL(ActivityofDaily

Life)に あ り,情 報処理教育 訓練は 必要な 自助具 についての知識は 必ず しも十 分 とは言

いがた い。す なわち,汎 用 と専 用のちがいが あ る。

情報処 理研 修 セ ンタ ーの活動 と しては,ま ず,情 報 処理 教育に必要 とされ る動作(先 に

述べた よ うに,字 や 図 を書 く,タ イプす る,ペ ージをめ くる,電 話 をかけ るな ど)に 適 し

た 自助具 につい て,国 内 ・外 の情 報 を収集 し,現 物 も集め る。次にそれ らを評価 す るた め,

各種教育訓 練機関で実 際に使用経験 を積 んで も らい,障 害 の種類,程 度に対 して最適な 自

助具 を選定す る。 また,改 良点 を明 らかにす る。各種 の 自助具 を保有 し,そ の貸与,実 演,

啓 蒙活 動 な どを行 う。 さ らに踏み込 むな らば,ハ ーフメイ ドの 自助具 を供給す る とい う

ことも考 えられ る。 自助具は各 個人に よって寸法,曲 げ の角度 な どを調整 しなければな ら

な いので,調 整 部分 を未加工 とした半 加工の ものを大量生 産す る方式 を とれば コス ト引 き

下げが可能で あ る。

(2)のCA.1シ ステムは,身 体障害者 の情 報処理教育 にきわめて有用 と考 えられ る。なぜ

な らば,教 育訓 練の内容が情 報 処理で あっ て,他 の一般的 な教科,た とえば英語 な どに比

べ れば 計算機 との整 合性が良 い。

次 に,障 害者 教育においては,個 別化 した学習 とい うCAIの 特徴が 良 く活か され る。

障害 の程 度 も,個 人の能 力 も異 な る人 々が1つ の クラスを構成す るので,学 習の進行は一

様 でな く,遅 速 の差は 一般教 育 よ りも甚 しい。教師が マ ンツーマ ンか それに近 い形 でつ い

ていれば 問題 ないが(現 にあ る訓練機 関では そ うしている),で きるだ け多 くの障害 者に

教育訓 練 を受 ける機会 を与 えるためには,教 師数が膨 大 となって現実的 でな い。 したが っ

て,CAIに よって教育 の生 産性 を向上 し,少 な い教師で個別化 した学 習 を可能 にす るこ

とには大 きな意義が ある。

また,学 習ではKRが 重要 であ るこ とはす でに述べたが,CAIはKRを 与 える良い方

法 の1つ であ る。土屋 らの報 告 「意欲づ けに 重点 をおいた教育機器 システ ムの一例1(計

測 と制御15巻9号,昭 和57年)に よる と,わ が国では身 体障害者や社会 復帰に対す る社 会

一般の認 識が低 いこ とを反映 して ,障 害者は社会 復帰の意欲に乏 しく,リ ハ ビ リテ ーシ ョ

ン過程に おいては意欲づけに特 に注意が必要 で,そ のために教育機器 シス テムを用 い るこ

とが有効 であ った。情 報処理教 育にお いて も同様 と考 えられ る。

身 体障害 者用のCAIシ ステ ムが一般のそ れ と異 な る点 は,感 覚障害 の克服で あ る。 聴

覚障害者は通 常の システムに 加 えて,音 声情 報 を文字情報 に変換 してディ ス プ レイ上 に表

示すれば ほぼ 問題 ないが,こ の場 合には注意 の集中 を持続 させ るための意 欲づ けが重要 で

あ る。KRを 振動刺激あ るいは 電気刺激で与 えるこ とも一法であ ろ う。視 覚障害者 に対 し

ては情 報呈 示 と,KRの いずれ も視 覚以外の 方法 によ らなければな らな い。音声のみでは
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不足で あ って,現 時点では 点字 を採用す るのが妥 当であ ろ うが,そ のためには点字 デ ィス

プ レイな どの ハー ドウェア開発が急務であ る。 と くに図表が表 示で きるよ うな大 画面のデ

ィス プ レイが望 まれ る。現 在は コス トが高 くな ることが最大 の難問であ るが,何 らかの方

法に よってこの壁 を乗 り越 えるべ きであ ろ う。

最後 に付 け加 えた いこ とは,ハ ー ドウ ェアは それ 自体では 意味がな く,つ ね に システム

として ソフ トウェア とともに,多 くは利用法(ユ ースウ ェア とい う言葉 も使 われ る)ま で

含め て考 えるべ きで ある とい うことであ る。 ソフ トウ ェアにつ いては5.2で 論ず るが,こ

こでは ハ ー ドウ ェア と直接 的に関わ る問題 にっ いて触れ る。 た とえば点字 を と り上 げ ると,

漢字,カ ナ,数 字,ア ル ファベ ッ トの混在す る情 報 を,ど のよ うな点字 システ ムで表現す

べ きか とい うこ とは,点 字 を扱 う情報処理 システ ムでは大 きい問題で ある。情 報処理 を考

慮 した もの と しては,現 在 末 田 が提 唱 した ものがあ るのみ で ※1,漢 字か な点字 体系 も

6点 式(長 谷川式 ※2と8点 式(川 上式 ※3)が あ って未だ確 立 され てい ない。情 報処理

研修 セ ンターは,視 覚障害者 の情 報処理 教育 とい う立場か ら,あ るいは情報処理 その もの

とい う立場か ら,情 報処理 に適 した総合 点字体系 のあるべ き姿 について発言 してい くこ と

が必 要であ ろ う。(※ 印用文献)

さらに話 を拡げ る と,計 算機言語 のあ り方に まで及ぶ。 現在,視 覚 障害者 に とって計算

機 マニュアノレの点 訳 とい うこ とが大 きい負担 であ る。 この改善 としてただちに考 えられ る

ことは,マ ニ ュア ルの計 算機 によ る自動点 訳であ る。 電算写植 を用い てい るな らば,磁 気

テープな どの形で情 報がすで に貯 えられてい るので あ るか ら,そ れ を点字 変換すれ ば よい。

しか し,現 在のよ うに大量 マ ニュア・レを必要 とす る計 算機言語(あ るいは システ ム)が 不

可避であ るのか とい う疑問 が生ず る。学 習に必要 とす る情報が 少量ですむ言語が開 発 され

てもおか しくは な い。事実,BASICはFORTRANよ り学 習が容易であ る。 この方 向を

進め る と,最 近 の ゲームに あ るよ うに マニュアル 自蔵 の プロ グラム言語 とい うもの も考 え

られ る。テ レビゲームはは じめに ル ール とキ ーの操作方法 を表 示 して くれ る。 計算機がみ

ずか らプ ログラマに 文 法 を 教 えつつ,プ ロ グラ ミングが 進行 し,疑 問は端 末か ら随時問

い合 わせ れば答が得 られ る とい うシステムが あ ってもよい。一般 向き言語 としては 困難で

あって も,障 害者用 として作成 し,実 際の 使用 時には一般 向きの言語 に計算機 が 自動変換

す るよ うな システムも考 え られ る。 当面 の課題 では ないにせ よ,将 来 の発展 を見越 して頭

のすみ におい てお く必 要は あろ う。

※1末 田 統 「盲 人用 コン ピュー タシステ ム」

昭和58年 度電子通 信学会総 合全 国大会 予 稿集。 柘1583P66～681983.4

※2長 谷 川貞夫 「6点 漢字 と自動代 筆 ・点訳 」

盲教育52号P91～1051981

一60一



※3川 上 泰 一 「漢点字の進路」

盲教育52号P85～911981

5.2.教 育 訓 練 の た め の ソフ トウ ェア 開 発 要 素

一般 的に ソフ トウェアとは,狭 義 の意味 と広義の意味で 語 られ る場合が あ り,こ の項 でい

う教育 訓練のた めの ソフ トウェアにおいて,狭 義の意味で は,

(1)障 害 者に とってハ ー ドウ ェアをよ り使い易 くし,そ れに よっ て教育訓練効果 を高め る

ため の ソフ トウェア(米 国NorthwesternUniversityのCDCシ ステム,東 京 コロニー

のペ ーパ ー レス コー ディン グシステム等)。

(2)直 接的 な教材 ・教育用 としての ソフ トウ ェア(日 本 ユ ニパ ックLARNUPシ ステム,

埼玉 工業大学 小林 研究室CAREシ ステ ム等)。

とに大別 され る と思われ る。

また,広 義 の意味 では,

1.教 育訓練 の方 法及びその組み 立 て

2.そ の教育訓練 シス テムを支 える体制等 まで を含 んで い う場合が ある と思われ る。

まず狭義 の ソフ トウ ェア開発 におい ては,今 後受講 を希望す るで あろ う各種 の障害 者の

特性,ニ ーズ等 をいか に把 握す るか,ま た 日本におけ る高度に発達 した情報処理技術 をい

かに この分野 に導入す るか が最 も重 要な課題 とい える。 これ らの問題 を的確に受 け止 め,

主 体的 に動 け るセ クシ ョン,ま たは場が 設定 され るな らば,狭 義の意味での ソフ トウェア

は 容易に開発 され るもので あ ろ うし,こ の 面での情 報処理研修 セ ンターの果すべ き役割は

極 めて大 きい。

広義 の ソフ トウ ェア開発で は,教 育訓練の 方法 およびその組み 立 てにおいては,い つで

も(時 期 ・時間),ど こで も(地 域,自 宅,会 場等),誰 もが(障 害種 別,障 害程 度,年

令,性 別等),受 講 で きる教 育訓練 システ ムを構築す るこ とが必 要で あ る。その教育訓練

システ ムを支 える体制 等にお い ては,講 師の確保 ,機 器,教 材等 の対応,資 金 の問題等 を

基本 と して情 報処理研 修 セ ンターが担 える範囲 と担 うべ き範 囲 を明確 に し,現 存す る各種

の社会資源 の活用 を も含 め,そ の解決 方法 を提案す る役割 があ る と考 える。

ここ数年 来,地 方 自治体 や企業,民 間団体等に よって,そ れぞれ各種の連携の中で障害

者 の情 報処理技術 者への教 育訓練 の場 の創出の動きが顕著 にな ってきてい る。

その教育 内容 ・目的では,

1・ 職 業訓練校 またはそれ に類似す る形態 によ り,一 般就職や 自営 につな ぐもの。

2・ 身 体障害者授産 施設の職業 訓練科 目として,一 般 就職 の難 しい障 害者 を教育 し,引 き

続 き授 産就労 させ るもの。
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3.情 報処理技術者 としての専業者 を養 成す る教育 では な く,

(1)オ フコン,パ ソコンの操作が でき る経理事 務員養 成 の教 育

(2)ワ ープ ロ操作技術等 オペ レータ養 成の教育

(3)趣 味的 にマイ コ ンな どが扱 えるよ うにす るための教育

な ど となってい る。

この よ うに,現 存 の教育訓練 の プ ログラムや シス テムは 多様で,障 害 者 自身 の適性 や ニ

ーズによっても左 右 され ている部分はあ ろ うが ,一 般 的には社会環境(受 け入れ先企 業の

ニ ーズ ,障 害 者 をと りま く環境)等 に よって,そ の 大部分が左右 されてい る とい える。

このよ うな状況下におい て教育 訓練 を考 えるとき,こ の 教育訓 練に よって身障 者 自身 を

どの方 向に進ませ よ うとす るのか,ま たそ れを受 け止め る社会環 境 をど う整 備 した らよい

のかな ど,単 に技術 的な問題 だけでは な く,「 教育訓練の ための教育訓 練」に終わ らせ な

いための アプ ローチ も必要で あ る と考 える。

情 報処理研修 セ ンターとしては,こ の実 態調査に よ って得た諸外 国を含む 各種の実例 に,

日本におけ る先端技術 を加 味 させ,モ デ ルシステムを構築 す るこ と,ま たその実行 に当 っ

て,労 働省(障 害者雇用対 策室,身 体障害 者雇用促 進協会),厚 生省(社 会 局更生課,全

社 協授産施設協議会)な .ど関係す る機 関 との接点 を持 ち,お 互 いの特性 が生かせ る体制 を

組 む こ と,等 が最大の課題 であ ろ う。
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6.情 報社 会 の展望 と障 害者 の職場

6.1.情 報 社 会 の動 向

6.1.1.情 報 社会 の特 質

人類の歴史は,こ れ まで狩 猟社会,農 業社会,工 業社会 を経 て情 報社会へ移 行 しつつあ

る。それぞれの社会 には,そ の社会 を形成 し,特 徴づ ける革新的 な技術が存 在す る。 図1

で示 され るよ うに,狩 猟社 会で は,石 斧や言語が 中核技術 とな り,人 類は生活資源 として

図一1社 会的技 術
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出典)国 民 生活 審議会 「情 報社 会 と国民生活 一・一技術的側面 を中心 として」昭和58年
,5頁

(注)社 会的技術 とは,人 類社 会 を根本的に変革 して しま うよ うな革新 的な技術群 をい う
。

石 斧 を道具 として動 物 を捕獲 し,言 語によ って集団生 活 を営 んだ。 つづ いて農業社会では,

農耕具 や文字 などが 中核 技術 とな り,人 類は植 物の栽培 に よ り食糧 を常 時確 保で き,定 住

によ る村落 を形成 した。 次の工 業社会では,蒸 気機関 な どの動 力機 関が 中核 技術 とな り,

生産 力 を飛躍 的に高 め,機 械工 業,化 学工業 などの近代産 業 を生 んだ。 そ して今 日の情 報

社会では,コ ンピュ ータ,通 信技 術 を中心 とした情報技術 が中核 であ る。 そ して,情 報社

会は,こ れ まで の社会的技術 が人 間の 肉体の 力を増 巾す る もので あ った のに対 して,頭 脳

の増 巾で あ り,そ の こ とが,社 会 全 体の物的 生産力の増大 をもた らす のみ な らず ,知 的な

情報の 生産 ・流通 を もた らす とい う特質 を持 ってい る(1)。
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情 報社会は,工 業社会が 物質 とエ ネルギ ーによ り価値 を生み 出す のに対 して,情 報 の組

み合わせが価値 を生み 出す とい う点で意見 の一致 を見てい るが,そ れがい つ頃か ら始 ま っ

たかにつ いては見解が 分かれ てい る。 しか し,情 報社会は,中 核技 術の発展 を要 因 として

お り,そ れが産業構造 の変化 をもた らしてい ることに思 いを至せば,汎 用 コ ンピュ一一タの

産業への利用に よって始ま った とい えよ う。

6.1.2.第1次 情報化 と第2次 情報 化

わが国にお け る コンピュ ータを中核 とす る情 報 化 は,図 一2の よ うに1次 と2次 に分

け られ る。第1次 情 報化の主 要手段は,汎 用 コ ンピュ ータであ り,そ れは 当初,オ フィス

におけ る画 期 的 な情 報 処 理 機 械 として登場 し,こ れ の活用 を高度化す れば,い ずれ,オ

フィス業務の大部分が 自動 化 され るのでは ないか とい う錯 覚 を生 んだ。 しか し,使 用経験

図一2第1次 情報 化 と第2次 情報 化

第1次 情報化 第2次 情 報 化

時 代 1960-70年 代 1980-90年 代

'

目 的 能率性 効率性(能 率性 ・有効性)

計数情報
情 報 形 態 別 対 象 計数(符 号化)情 報

非計数情報(文 書 ・図形 ・音声)

定型的意志決定
意志決定形態別対象 定型的意志決定

非定型的意志決定

コ ン ピュ ー タ技 術

コ ン ピ ュ ー タ技 術 システ ム技 術
手 段

シ ステム科 学 通信技術

経営諸科学

を積むに したが ってそ の限界 が明 らか にな った。す なわ ち,汎 用 コンピュータは,計 数情

報の一 部を分担で き るに過 ぎない とい うこ とが分 ったので あ る。 オ フィスの情 報の うち,

計数情報は30%で,文 書 ・図形 ・音声 な どの非計数情 報が約70%で あ る と経験的に いわれ

る。汎用 コンピュータの対象 とす る情 報は計数情報の一 部に過 ぎず,こ の こ とか ら,非 計

数情 報を対象 とす るオ フィ ス ・オ ー トメー ション(以 下OAと 略称す る)の 必要性が 唱 え

られ るよ うになったのは,従 来の汎 用 コンピュー タの限 界が一 因 とな っている ともい え る。

また,第1次 情 報化は,産 業界,大 都市,大 企業 での拠点 中心に行われ たのに対 して,

第2次 情 報化 は コ ンピュ ータ と通 信の融合 によ り,中 小企業,社 会,家 庭 にまで裾野 を拡

げてお り,ネ ッ トワーク社 会 を形 成 しつつあ る。

この よ うな情 報化 ニーズの 著い高 ま りとそれを支 えるハ ー ドウ ェア技術 の革新は,一 方
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図一5バ ック ログの現状
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において ソフ トウェアの需 要 をもた らしたが,ソ フ トウ ェア技術の進歩は遅 々 としてお り,

相 も変 らぬ注文生 産方式が続 いてい る。そ して,第2次 情報 化の中で ソフ トウ ェアの需 要

は 高ま る とみ られ るが,現 在,ソ フ トウェア技術 の革新に ついての 目途は立 っていない。

そ して,過 去 にお け る開発済み プPグ ラムの累積は 保守作業 の増大 を もた らし,新 規 シス

テムの開発 力の低 下 をもた らした(図 一3参 照)。 その結果,各 社 ともバ ックロ グが増大

し,い わゆ る ソフ トウ ェア危機 が唱 えられ るまで にな ってい る(図 一4参 照)。

6.1.5.ソ フ トウ ェア人 ロと身障者

ソフ トウ ェア危機 を解決す るために,多 様な 施策が講 じられてい る。それ らは,プ ログ

ラム言語の改善,モ ジp－ ル化 設計,CAD・CAMの 採用 な どの生産手段の 多様化 と標

準化 のほか,汎 用 パ ッケー ジの利用,コ ンピュ ータのエ ン ドユ ーザ(利 用部門)に よ る ソ

フ トウ ェア開発な どで あ る。 プロ グラムの部品化 に よるオ ー トメーシ ョン化 も徐 々には 進

む とみ られ るが,そ れ らは 緩やか であ り,人 海戦術 中心の生産 体制 が変 るこ とはな い とみ

られ る。

このこ とが,ソ フ トウ ェア人 口の増 大 を促すわ けであ る。 通常,ソ フ トウ ェア作成 に当

る職種は,シ ステ ム ・エ ン ジニア(以 下SEと 略称す る)と プ ログラマであ る。通産省の

昭和55年3月 末の調査 ではSEの 数は2万1,500人 で,昭 和51年 か ら55年 にかけてのSE

数 の推移 は,情 報処理産 業 を中心に40%近 く増加 してい る。 また,産 業 構造審 議会の予測

によ ると年率12.2%で 増 え,昭 和60年 度にはSEの 供給 は需要 に対 し80%程 度に とどまる

だ ろ う としてい る。 また,プ ロ グラマの数 は,5万8,500人(昭 和55年3月 末現在)で,

年率7.9%で 増 え昭和60年 度の需要は,15万5,000人 であ るの に対 し,供 給は その80%程

度 と見込 まれてい る。 これ らの予測数値は,こ れ まで の汎 用 コンピュ ータの設置台数の予

測 を前提 としてい るが,そ の後,汎 用 コン ピュータ以外 にOA化,FA化,あ るいは ニュ

ー メデ ィアの拾頭が見込 まれ るこ とか ら,こ れ らの需要 を大 巾に上 回 るもの と見 込 まれ る。

身障者 の職種 は,こ れ まで単純 な肉体作業 が中心で あ ったが,職 業能 力の開発 機会が与

えられ るこ とに よ り頭脳面 での開発は大 いに期待 され る とみ られ る。特 に プロ グラマは身

障者 に とって適合性が 高い。 その理 由は,つ ぎの とお りで あ る。

① ソフ トウ ェアの生産は,主 として頭脳労働 であ るこ と。

② 作業環境 が安全で ある こ と。

③ 通信技術 の進展に よ り通勤 しないで仕事 がで きる環境が 整備 され つつあるこ と。

④ 障害 を補 う支援機器が 開発 され てい るこ と。
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6.2.職 務 空 間 の 変化

6.2.1.在 宅勤 務 のニーズ

工業社会 は,勤 務す る場所 と住 い をす る場 所の分離,す なわ ち職住 分離 を もた らした。

働・く人 々は,一 定の時 間に一斉 に仕事 を開始 し,一 斉 に終 了す るとい うシス テムで あ る。

この よ うな勤務態 様は,分 業 によ るものの大量生産 に適 合す るものであ った。 これ まで,

長 い間 オ フィスに ついて も,工 場 と同期化 した勤 務態 様が採 られ てきた。 しか し,コ ン ピ

ュータ と通 信の融合は,設 備や もの と一 体的に行動 しなければ な らない工場 労働 と異 な る

情報処理行 動(オ フ ィス労働)に 対 して,同 期化 した 勤務態 様の意義 を改め て問いか けて

いる。す なわち,オ フ ィスを情 報処理機能 を果 す空間 として捉 えるな ら,従 来の よ うに一

箇所に 集ま り一斉開 始,一 斉 終了 を行わな くて も在宅勤 務の よ うな方式に よってその 目的

が充分 に示 され るのでは ないか とい う考 えであ る。

図一5在 宅勤 務 の希望

回 答
回答比率%
'10203040

50 60 70 80 90 100

し た い

II.. ` 1 8 , 1 1

一33.2
137.1

した くな い
一42.1

132.3

どちらでもよい
-21.7

130.1

EZZi社 員(企 業従 事者)

[=コ 一般 対象(学 生,主 婦,

.社 会 人な ど)

回答数回答比率 = ×100
回答者数

出典)日 本電子工業振興協会 「ホームワークシステム(HWS)に 関する調査報告書」昭和58年,123頁

一般 に在 宅勤 務は ,通 勤時間 の節 約,交 通 ラ ソシュ緩和,オ フィスの省 スペ ース を 目的

として行われ るが,通 勤 す るこ と自体が 負担 の大 きな障害 者に とって とりわ け ニーズが高

い。 日本電 子工業振 興協 会が行 った在宅勤 務について の調査に よる と,図 一5の よ うな結

果にな ってい る。 この調査は,304名 の社 員回答者 と116名 の一般対象回答者 に分かれ て

いるが,社 員にっ いては,在 宅 勤務 を希 望す る者 よ り,希 望 しない者 の比率が約9%高 い

のに対 し,一 般 対象 では希望す る者の比率が約4%高 くな ってい る。 また,在 宅勤 務が将

来考 え られ る業 務 にっ いては,プ ロ グラム作成な ど ソフ トウ ェア関連が圧倒的 に多いのが

注 目され る(表 一1参 照)。
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表一1在 宅勤務が将来考え られる業務

回 答 企 業 組 織 名 業 務 内 容. 対 象 人 員

電 気A社

研 究 所 基 礎 研 究 100名

ソ フ トウ ェア セ ンタ ー プ ロ グ ラ ム 設 計 300名

営 業 部 門 ル ー ト セ ー ル ス 2,000名

コ ンピュータ関 連企業A社

企 画

各一 部 一調 査

統 計

商 社A社
企 画 調 査 デ ー タ 入 力 20名

計 算室 ・システム部 門 プ ロ グ ラ ミ ン グ 100～200名

コ ンピュータ関 連企 業B社 シ ス テ ム 部 門 プ ロ グ ラ ム 設 計 1,000名(1992年 頃)

同C社 〃 〃 一

精 密A社 ノ〆 〃 一

コ ンピュータ関 連企 業D社 開 発 部 門 ソ フ ト ウ ェ ア 一

シス テムハ ウスB社 ソ フ ト ウ ェ ア 部 門 一 一

〃C社
プ ログラ ミング部門 プ ロ グ ラ ミ ン グ 20名

設 計 部 門 一 20名

〃D社 プ ログラ ミング部門 プ ロ グ ラ ミ ン グ 50名

水 産A社 設 計 部 門 プ ロ グ ラ ム 設 計 30名

食 品A社

シ ス テ ム 課
プ ロ グ ラ ム 設 計

}酬 織人員の2・%シ ス テ ム 設 計

企 画 室 経 営 分 析 同10%

営 業 企 画 販 売 分 析 10名

総 務 課 タ イ プ 一

繊 維A社
経 理 課 経 理 計 算 　

化 学A社 電 算 室 プ ロ グ ラ ミ ン グ 5～10名

造 船A社 情 報 シ ス テ ム 部 プ ロ グ ラ ム 設 計 4～5名

造 船B社

電 算 部 門 ソ フ ト ウ ェ ア 100名

設 計 部 門 設 計 150名

タ イ プ 部 門 英 和 文 タ イ プ 20名

自 動 車A社 効 率 化 推 進 本 部
プ ロ グ ラ ム 設 計 5名

デ ー タ 入 力 5名

運 輸A社 一 運 送 送 り状 作 成 一

非鉄金属A社
情 報 処 理 課 デ ー タ 作 成 8名

シ ス テ ム 開 発 課 プ ログラム・メイ ンテナ ンス 20名

出 典)日 本電子工業振 興協会 「ホ ーム ワー クシ ステ ム(HWS)に 関 す る調 査報告書 」昭和58年,

121頁
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6.2.2.在 宅勤務 の形態

在宅勤務の 形態 には,次 の3つ が考 えられ る。

① 自宅に端 末機 器 を設 置 して勤務す る形態(レ ジデ ンス型)

② 住宅地に近 い場 所 に設 置 されたOA機 器装備の サテ ライ ト・オ フィスに通勤す る形態

(サ テ ライ ト型)

③ ① と② を併用 した形態(併 用型)

3つ の形態 の中で,② サ テ ライ ト型は,① の レジデ ンス型に比べ て,次 の利点が挙げ ら

れ る。

① 家庭生 活 との分離がで き るので,精 神 を集中 して職 務に就け る。

② 住 宅 スペ ースが 狭 い とい う事情 が解 消 され る。

③ 集団で仕事が で きるの で 仲間 もでき る上に,対 話不足 にな る とい うこ ともない。

また,在 宅勤 務に必要 な機器 については,レ ジデ ンス型 とサテ ライ ト型 では 求め られ る

仕 様は若干 異 なった もの にな る。 レジデ ンス型では,狭 い住宅 スペ ース を配 慮す る と単能

機器 よ りも複合機器 で小型 の ものが 望ま しい こ と,各 家庭 に配置 し専用的 に使われ るので

低価格で あ るこ とが 条件 とな る(図 一6参 照)。 一方,サ テライ ト型は,従 来の オフィス

に求 め られ るものの 延長で よい と考 えられ,単 能 機で も構 わない とみ られ る。

図一6在 宅勤 務 用複 合端 末機の イメー ジ

珍書

処理 ・判断

(情 報 の処理 ・生成)

⊇

FAX

日本 語 ワー ド テ レビ電話

プロセ ッサ データ端末

国 璽 子ファイル

6.2.5.在 宅勤務 の実現 性

在宅 勤務は,単 な る技術 的次元 の問題では な く,き わ めて社会的 次元の問題で あ る。 そ

れが一般 に普及す るには,種 々の阻害要因が克服 されな ければ な らない。特にわが 国の場

合,集 団主 義に よ る職場 中心主義,狭 隆な家屋構造,習 慣 化 した生 活ス タイル,機 密 の漏
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洩 などの問題が あ る。 わが 国では,仕 事は職 務 中心に展開 され るとい うよ り,職 場 とい う

空間 を媒 介 に して展開 されてい る。個人 毎の職 務が 明確でな く,以 心伝心 に周囲の人 との

関わ りにおい て自己の役割 が規定 され る仕事の仕方は,周 囲が視界 にない と全 体の中での

自己の位置づ けが分 らな くな る。 この こ とは,欧 米の個室ベ ースの執 務 タイ プと対照的 な

大 部屋ベ ースの執 務 タイ プを形 成 してい る。 自律的な職場集団単位 に 負荷 され てい る職 務

構造 を個人単位 に分離 して,協 業 が可能 か否かは難 しい問題で あ る。前述 の3形 態 の中で

は,レ ジデ ンス型の実現が とりわけ難 しいであ ろ う。

在宅勤務 を可能 とす る技術 は実 用化 され てい るが,そ れは,在 宅 勤務実現の環境 の1つ

が整備 されたに過 ぎな い ともい える。それ 故,在 宅勤務は,組 織 の中で職 務の独立性 の高

い職種であ る プPグ ラマ,タ イ ピス ト,翻 訳,デ ータ入力,設 計 な どか らきわめ てのろい

テ ンポで徐 々に始 まるだろ う。 そ して,企 業 は,仕 事 と家事 ・育児 の両立 をはか るこ とを

希望す る主婦や退職者 な どの オ フィス空間 を組織化す ることか ら試行 し,現 存 の堅固で有

機 的なオ フィス空間 を分離す るこ とにつ いては,そ の対応は慎 重に な らざるを得 ないで あ

ろ う。また,在 宅勤務が今後 如何 に普及 した としても,そ の適用は現 在の ホ ワイ トカラー

の10%を 超 えるまでには進 まな いだろ う。

6.5.障 害者 と在 宅 勤 務

6.5.1.雇 用 ・就労 の理念 と在宅勤務

情 報 ・通信技 術の革新は,障 害 者に とって在宅勤務の可能性 に道 を拡 くもので あ るが,

「情 報 ・通信技術の革新,即 障害 者は 在宅勤 務へ」 と提 えるこ とは,短 絡的で あ る。す な

わち,そ の こ とは,障 害者 雇用 ・就 労の理念 の1つ であ るノーマ ライ ゼーシ ョン(norma-

lization)の 原理に反す るこ とにな りかね ないか らであ る。

1979年,国 連総会におい て採択 された 国際 障害者行動計 画では,「 あ る社会が その構成

員の いくらか の人 々を閉め 出す よ うな場 合,そ れは弱 くもろい社会 なので ある。 障害者は,

そ の社会 の他の老 と異な った ニーズを持 つ特 別な集団 と考 え られ るべ きでは な く,そ の通

常 の人間 的な ニーズを充たす ため特 別の 困難 を持つ普通の市民 と考 えられ るべ きなので あ

る」 としてい る。 この ノ ーマ ライ ゼーシ ョンの考 え方は,地 域社会 には 高令者や 障害者 な

ど何 らかのハ ンディキ ャ ップを もった人 々が 一定数存在す るのが ノーマルな社会 なので あ

るか ら,こ の点 を十分念頭 におい た社 会的諸 施策 を講 じて,ハ ンデ ィキ ャ ップをもつ市 民

が 通常 の生活 をお くれ るよ うな精 神的 ・物理 的環境 を整 えよ うとい うもので ある②。

したが って,こ の こ とは 在宅勤 務に ついて も妥 当 し,第1義 的 には ノーマ ライゼーシ ョ

ンの理念 を貫 く施策が講ぜ られ るべ きで あ り,一 般的 に在宅勤 務が殆 どない時点 で,障 害

者は 通勤が困難であ るか ら在宅勤 務にすべ きであ る とす る考 えは 問題 を残す とみ られ る。
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た とえば,筆 者が関 与す る身障 者パ ソコン訓練会 受講者 を対象に昭和54年3月 に実 施 した

アンケ ー ト調査で も,こ の こ とが裏 付 けられている。 「非障 害者 と障害者 とは 同 じ職場で 働

いた方 が望 ま しいです か」 とい う問に対 し,回 答 者の14名 全員が 「一 緒に働 く職場 が 望ま

しい」 と答 えてい る。 そ して,そ の理 由 として 「一緒 の方が 自然であ る」,「障 害者 とい う

意識が薄 くな る」,「 交 友関係が拡 ま る」,「 障害者 のみ であ ると職 場 が暗 くな る。職場

には行 動力のあ る非障害者が 必要 であ る 」な どが挙げ られてい る。

また,「 在宅勤 務を希 望 しますか」 とい う問 に対 しては,「 希 望す る」 が3名 で,「 希

望 しな い」が11名 となってい る。 「希 望 しない」理 由 としては,前 述の 「非障害者 と一緒 に

働 く職場が 望ま しい」理 由 と大 部分対応 してお り,「1人 だけでは社 会 と孤 立す る」,「仕

事に張 り合 いが ない」 な どが挙げ られ てい る。ただ,こ の調査では,在 宅勤 務 を希 望 しな

い とい う回答が圧倒 的に 多 くな ってい るが,そ の理 由か ら判断 して回答者が レジデ ンス型

の在宅勤務 を イメージ として描 いていた こ とが分 る。

6.5.2.在 宅勤務 の形 態

これ まで,身 障 者の雇用は 軽度高学歴者 に限定 され,中 皮 ・重度の 身障者 の雇用は 進ん

でい ない現 状に ある。従来 の中度 ・重度の身障 者雇用は,福 祉工場 ・モデ・レ工場 に見 られ

るご と く,主 として生 産 ライ ンを中心 とした作 業が主 であ り,ま たそ の よ うな工場 も色 メ

ガネで 見 られ,身 障 者の居住地 か らも離れ てい るものが多い。中度 ・重 度の身 障者は,肉

体的 ハ ンデ ィキ ャ ップはあ って も頭脳 面で生かす道は充 分あ る。

しか し,レ ジデ ンス型の在宅勤 務は,身 障者 を家 に閉 じこめ る考 えにっなが り,よ ほ ど

重度の障害 者でな い限 り望 ま しい形態 とはい えない。 障害 者 も非障害者 と同 じように 自宅 か

ら通勤 し,非 障害者 と一緒 に働 きたい と願 ってい る。 ただ,現 在の大都市 にお け る通 勤は,

身障者 に とって困難性 が高 く,且 つ職場 も理解 のある一部企 業 を除 いて 設備が十 分でな い。

そのた め,通 勤や施設 の解決をはか り,身 障者 と非障害者が共 に働 け る在宅 勤 務の形 態 とし

ては.,サ テ ライ ト型が望 ま しい とい える。 サ テ ライ ト型が 望ま しいのは,前 記調査 で も裏

付け られ てい る。

す なわ ち,前 記調査で の在宅勤 務形態 については,レ ジデ ンス型 を希望す る者が2名,

サテ ライ ト型が9名,無 回答 が3名 とな ってお り,サ テ ライ ト型 を希望す る者が圧 倒的 に

多い。 また,そ の理 由 として,「 仲間 ができ る」8名,「 孤独感が いや 」 と 「自宅 に仕事

を持 ち込む のが いや」が 各4名,「 自宅が 狭い」2名(複 数 回答)と い う結果 にな ってい

る。 本調査は,サ ンプル数は 少な く,こ れ をもって身障者の意見 とす るこ とは で きないが,

ノーマライゼ ーシ ョンの理念 に も とず く極 く自然の回答結果 とい える。

また,近 未来 のサ テ ライ ト型 オフィス構想 の一例 と して図 一7の 方式 が提案 でき る(図

一7)
。
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この 構想 を簡単 に要約す る と,都 市部周辺 の郊外 に,サ テライ ト・オ フィスを作 り,都

心部 とは通 信 回線 を活用 し,都 市 部の業務の一 部をここに移管 し,車 椅 子な どの身障 者が

勤 務可能 な諸設 備や緊急避 難用 ス ・一プな ど身障者 を受 け入れやすい環境 を整備 し,併 せ

て非障害者にとって も便 利な環境 をっ くる。 そ して,身 障者は 自宅か ら近 くのサ テ ライ ト・

オフィスに通勤 し,非 障害者 とともに働 く。 サ テ ライ ト・オ フィスには,オ ンライ ン端 末機,

パ ソコン,日 本語 ワープロ,フ ァクシ ミリ,電 子 ファイ ル,テ レビ会議 用設備 な どを設置

す る。企業 側 に とっては,地 価 の高い都心 部の オ フィスよ り低 コス トのオ フィス作 りが可

能 とな るほか,高 令者や主婦 な どのパ ー トの労働 力を確保す るこ ともで き る。 サテライト・

オフィスでは それぞ れの特 色 を生か し,子 会社 を設立 して身障者の雇 用 を親 会社 に計 上す

るこ とも可能 で あ り,企 業 の高令者 の経験 を生か した管理職の任用,主 婦 の採用 な ど,健

常 者に とって も働 きやす い環 境 を作 り出す こ とも可能 とな ろ う。 この方 式は,雇 用 率の低

い金融 ・保険 ・不 動産 業界に も適合す る。

この よ うな,サ テ ライ ト・オ フィィスが 各地 にで きれば,都 心部の過 密化現象 に歯 止め

をかけ,人 間の生活 に とって望 ま しい職住 接近都市づ くりに もつなが るだろ う。

引 用 文 献

(1)国 民生 活審議会,「 情報 社会 と国民生 活 一 技術的側面 を中心 として 一 」,昭 和58

年,4～7頁 。

(2)手 塚直樹,松 井亮輔,「 障害者 の雇用 と就労 』,光 生館,昭 和59年,光 生館。
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7.身 体 障害者情報 処理 と研 修 システ ムの概 念,提 案

7.1.障 害 者 と職 業 訓 練

障害者 に とって職業訓練 の重要性は非障 害者以上 に重要か つ急がなければ な らない問題

で ある。石油ショック以後 の我が国の経済環 境は物 を作れば売 れ る時代か ら減量経営 ・省エ

ネルギー対策等に変化 しつつあ り,い わゆるハー ドの時代 か ら ソフ トの時代 といわ れ るよ うに

な った。

又,生 産現 場では ロボ ッ トやNC機 械 の導入が 進み,オ フィスでは汎用 コン ピュー タに

よるオ ンライ ン化や パ ソコ ン,ワ ープ ロ等の導 入に よる省力化 が進み つつ あ り,と もす る

と充分 な教 育訓練 を受 けて いない障害者 が社会 の片隅に追 いや られて しま う危 険 を持つ よ

うに なった。 工業 中心 の社 会か ら情報化社 会へ の移行は もうす ぐ 目の前で あ り,今 日障害

者の職業訓練 は時代 の ニーズに合 った 内容が要求 され る。現 在迄の障害者の職 業訓練は残

念乍 ら時代 の変化に対応 して いる とは云 えず,一 部 を除 いて訓練機関の 体質 の硬直化か ら

従来 と同 じパ ター ン訓練 が 多い とい えよ う。

又,産 業 界にお いて も障害者 を職業 人 としで雇 用 とい うよ り,,雇 用率達成 のために主 と

して生産 ライ ンでの組立 作業的活用や,軽 度,高 学 歴の障害 者のみに求人活 動が集中 して

いるのが現状 であ る。 しか し乍 ら障害者は 今 日迄充 分な教 育 を受け るチ ャンスに恵 まれて

はお らず,義 務教育 レベルの障害者 も多い事 も事 実であ ろ う。一般的 に非障 害者が障害者

を見 る 目は,障 害者は能 力水準が低 く,職 業能 力や人間 関係が うま くいか ない と云 うイメ

ージが強 い
。 これは障害 者に とってきわ めて認識 不足で あ り,非 障害者以上 に能力 を発揮

し,社 会人 と して又人間的 に もす ぐれた 障害者 も多い。 ただ いえる事は障害 者が非障害者

と同等に教 育 を受 け るチ ャ ンスが 少なか ったた めであ り,我 が 国の障害者 に対す る教育 体

制に問題が あ ったか らで あ る。

社会環境 面にお いて も,障 害者 を受 け入れ る建 物や設 備が充分では な く,通 勤その 他に

も社会的 ハ ンディキ ャ ップが あった事 に 由来す る。

障害者は 肉 体的 には何 ん らかの ハ ンデ ィキ ャ ップを持 って いるが,頭 脳 的には決 して劣

っている訳 ではな い。 ただ世の中 の仕組 みが,非 障害者 には便利 に,障 害 者に不便 に出来
　

ているだ けであ る。世 の中の仕組み を変 える事 に よって障害者 と対等 に生きて い く事 が出

来 る筈で あ る。

一方我が 国の障害者 に対す る取 り組み は主 として福祉 サ イ ドで進め られ
,年 金 を支 給 し,

施設 を作 り生活 を保障 して いこ うとす るもの であ る。 しか し今 日福祉 サ ー ビスの面では大
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きな心配が 出て来て いる。そ れは年 々増 える障害者 に対 し,国 家財政的 に今迄のよ うに福

祉 予算 を増や してい く事が不 可能 にな りつ つある とい う事であ る。福祉行政は単 に支 える

だけが福祉行政 とは いえな い。 支出その ものよ り障害 者が持つ能力 を引き出 し,そ れ をも

って社 会人 として社 会に貢献 させ て い くのが真 の福祉 行政 であ ろ う。

障害 者の雇用は その人の持 って いる能力 に応 じた職業 訓練が必要で ある。 非障害 者であ

って も企業 に就職す るにはそれ にふ さわ しい教育が必要 であ り,ま して 同等 の学 習の機会

を逸 したか も知 れな い障害者で あれば こそ,非 障害者 以上の職業訓練 を与 える事が 必要で,

終局 的には企業 に とって貴重 な人材 とな り得 るはずで あ る。

我が 国の よ うに強制的に雇用 を義 務づ けて いな い米 国が障害者 を企業に受 け入れ てい る

のは戦 力 として充 分活用出来 る人材 として受 け入れ る とい う,社 会 的 コンセ ンサスが 出来

て い るためで ある。 いかに政令 な り勧告 が 出されて も,戦 力 とな り得ない障害者は企業 と

して受 け入れ る事は 出来ず,又 障害者 に とって も幸せでは な い。教育訓練に要す る費用 は,

その何倍 かの福祉予 算 を節約 し,障 害者 自 らもそれに よって真の意 味での 自立が可能 とな

る。

我 々は こ こで障害者 に対す る職業訓練 の意義 を再び認識 し,行 政 サ イ ドで又企業 サイ ド

でその必 要性 を大 いに論ず るもので あ る。

72.障 害者 と情報 処理教育

我 々はほぼ1年 にわた り,国 内調査,海 外 調査 を行 い,委 員会で討議 し,障 害者 と情 報

処理技術 についてその妥 当性 を検討 した。 その結果,障 害者 に とって情 報処理技術研修 を

行 う事は,極 めて必要で あ り,か つ急がねば な らない とい う結論で あ る。

第1の 理 由は,情 報処理 とい う職 業は プ ログラマ 等の頭脳 労働で あ り,適 当な支援機器

が あれば,そ のハ ンディキ ャ ップは今 日の技術 レベルで もか な りカバ ーし得 る現状にあ る

こ と,又 産業 界において も,技 術 者 と して雇用が可能 であ る とす る認識で あ る。 それは不

足 して いる人材 の供給 が可能 とな る とい う事で ある。

第2は,ソ フ トウ ェアの仕事 は障害者に とって安全 であ り仮に ハ ンディキ ャ ップがあ っ

て も充 分就労 の安 全が確保 出来 るとい う事で あ る。

第3は,障 害者 が情 報処理技術 を学 ぶ事に強 い意欲が あ るこ とであ る。 最近 の一般学生

には地 味で机上作業 が多 いこの職種 に人気はな いが,障 害 者は情報処理技術 者 として 自立

していこ うとい う希 望者が 多い事で あ る。

第4は,こ の職種は 障害者 に とって直nt-一一般対象 と接触 しな いで済む こ とである。 障害

者 に とってサ ー ビス業や 不特定 多数の 人 を相手に仕事 をす る事は 一部の障害者 を除 いて一

般的 には むずか しい といわれて い る。情 報処理技術者で あれば,SE等 の客先の対応は あ
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って も,ほ ぼ 一定 の人達 と一緒 に仕事 をすれば 良 く,ま わ りの理解 も受 けやす い。

そ して更 にい える事は,そ のモ デル として東京 コロニ ー多摩分室 のよ うに,都 市 の郊外

にサ テ ライ トオ フィス を作 り,通 信回線で都心 と結べば,通 勤 しやす い。

我 々は障害者 だか ら情 報 処理技術 が最適の職種 であ る とは いっていない。 少 くともこの

職種で あれば充分職業 として 自立 して い く事 の可能 性が強 いのでは ないか と思 うので ある。

7.5.情 報 処 理 研 修 シ ステ ムの 概 念

75.1.情 報処理研修セ ンターの機能

我が 国の情 報処理技術 に関 し,技 術 者育成の 高度化 と産業界 の リーダー養 成に果 して来

た役割は非常 に大き い。 しか し乍 ら障害者,と もす る と恵 まれない環境 下にあ る人達 に対

しては充分そ の役 割 を果 している とは い えない。

そ こで最 も産業 界 と強 い関係 にあ る情報処理研 修 セ ンターに次のよ うな システム作 りを

提案 したい。

(1}障 害 者の教育訓練 に必要な 自助具 の開発 と供給,貸 出

{2)国 内外 の障害者情報 処理 に関す るデ ータバ ンク機能

(3)CAIシ ステムに よ る教育の生産面 での向上 の研究

(4)障 害 者に適合す る支援機 器の基礎研究(高 令者,非 障害 者に も便利 なよ うに)

(5}障 害 者の情 報処理教 育に関す るPR

(6}障 害者情 報処理技術研 修の教師 の養 成(障 害者及 び非障害者)

(7)障 害 者の情 報処理試験 の受験に関す る環境の 問題 とその対策

以上 を実現す るために専任者 とその事業 を推 進す るため の専 門委員会の設置が望 まれ る。

委員会 には従 来の学識 経験者 の他 メーカ ・サイ ド,ユ ーザ ・サ イ ド(例 えば雇用率 達成の

低 い金融 保険,不 動産,サ ー ビス業)及 び情 報処理産業界 の参画がぜひ必要 と考 える。 そ

してその委員会 においては具 体的に障害者 を教 育す る方法,教 育 カ リキュラム(OJT)

の基本計画,PR活 動の方法等 を検討 す る とともに モデ ル教 育機 関 を作 り,そ のデ ータか

ら次の展開 を試み られ るよ うにす る。 更に最 も必要な事は産 業界 と行政機関,障 害 者団体,

等の オル ガナイザ としての機能 を果 たす事に あ る。

ともす る と産業 界は 障害者 の研 修には消極的 で,行 政 のや る事 と割 り切 ってい るが,そ

の必要性 をPRし,参 画 を呼び かけ るべ きで あ る。行政 の不 足 してい る資金面や 産業界 と

しての知恵 を借 りる事が今は最 も必要 と思われ る。

行政機関 と産業 界 との パイ プを作 る事に よ り多 くの障害者 が,教 育 を受 け,職 業 に就 く

事が可能 とな る。

情報処理研 修 センターの持 ってい る貴重 な リソースの活用(講 師,設 備の),が 必要で
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あ る。

最後に,こ の事業 を推 進すべ き母 体 とな る予算が必要で あ る。 国に対 し情 報処理研 修 セ

ンターが 負 う重 大な意義 を認識 し,理 解 を求め るべ きで あろ う。

7.4.障 害者 の情 報処理 技術研修 のモデル

障害者 の情 報処理技術 研修 に関 しては現在の情報処理研 修 セ ンターでは 建物 自体に問題

が あ り,外 部にその場 所 を求 めなければな らない。又,通 学の事 を考 えると駐車場の問題

もあって都心に これ を求め る事は困難であ ろ う。考 え られ る場所 として地方 自治 体の公共

設 備,福 祉施設(障 害,老 人),地 域作業 セ ンター,大 学 の教室等が あげ られ る。 モデル とし

て賃借 に よってそ の実現 を図 るべ きで ある。将 来的 には近 郊都市 の 周辺に専用の研修 セ ン

ターを作 るこ とが 望ま しい。

研 修機 関は小型,分 散 型で可能で ある。1ケ 所 にはせ いぜ い10人 ～15人 程度に とどめ,

東京 地区であれば障 害者 の 自宅か ら通学 出来 る範囲 に分散 して作 るこ とが望 ま しい。主 催

者団 体は地 方 自治 体,企 業 連合 体,障 害者 団体,任 意 団 体等 が考 え られ る。

小型の研修所 の設備は な るべ くオ フィスの環境 に近 いよ うな最少限 の事 務機器 と設備に

は ビジネスパ ソコ ンで充 分機能は果 たせ る。汎用 コン ピュ ータに必 要な設 備や メンテナ ン

ス費用,電 力費 等経常 の費用 を大 幅に節約す る事が出来 る。 東京近郊都市 であれば,情 報

処理研修 セ ンターの大型 コ ンピュータとの接続や 地方であ れば理解 のあ る企 業の汎 用 コ ン

ピュータを回線 で利用 した り,又 地 方 自治 体の コン ピュ ータを活用す るこ とも可能 であ ろ

う。

研修所 設立につ いては,下 記の点 を配慮すべ きと考 える。

(1)障 害 者の地域 の企 業に雇 用 されやす い雇用条件 を満 たす よ うな プ ログラムを作 る。そ

のためには地域 の産業界 の管理職 による委員会(産 業評 議会)を 作 る。

(2).自 治 体は産業 界,障 害 者団 体,障 害者 施設,リ ハ ビ リ機 関 と連け いを とり,教 育訓練

に関す る継続的 な協 力関係 を作 り上げ るよ うに努 力す る。

(3)資 金にっ いては 自治 体の予算措 置が 望ま しいが,産 業界 か ら基金 を得 る事 も大 事な ポ

イ ン トで あ る。

(4)教 育 カ リキ ュ ラムは情 報処理研 修セ ンターの委 員会で作 成 された もの を基本 に,地 域

の産業界 に よって産業 評議会(仮 称)を 作 る。その機関 には次の委 員会が 必要 とな る。

(4)-a

(4)-b

(4)-c

(4)・-d

入学生選考のための委員会

カ リキュラム委員会

内部設備委員会

職業紹介(援 助のための)委 員会
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(4)-e企 画委員会(運 営方針,将 来計 画)

(5)産 業界は 非常 勤講師 を派遣 し,最 新の技術 レベ ルを保 てるよ う具 体的 な指導 を行 う。

又情 報処理 技術 のみ な らず,業 務知識 も必 要で あ る。

(6)教 育期間は1ケ 年 とし,地 域 での産業界 の特 色に もよるが,言 語はBASIC,CO

BOI、 等 の一般 的言語 を中心 とす べ きだ ろ う。

(7)将 来的 に研修所の講師は な るべ く障害者 とす る事が 望 ま しい。優 れた障害者 の講 師は

入学生 に とって望 ま しいイ メー ジを与 え,障 害 者の心 理 も理 解 しやす いか らで あ る。

(8)地 域 のボ ランテ ィアを充 分活用 し,そ の人達 の持 って いる産業界 の知恵 を生か し,来

るべき情報化社会,高 令化社会 に も技術 と人間 の調和 を図 るアイデ ィアを生み 出す 可能

性 を追求すべ きであ る。 この人達の意 見 を企画委 員会 で と りあげ るこ とは よ り望 ま しい

こ とである。

(9)地 域 の教 育機 関,特 に大学,専 門学校 には研修所の学生 に基 礎学力や コミュニケ ーシ ョ

ン技術,モ チベ ーシ ョン等 の教 育 を担 当 して も らうべ きで あろ う。
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8.提 言

我が 国の障害 者職 業 リハ ビ リテ ーシ ョンの現状は文化 ・技術 の先進国としてはなはだ貧弱

で ある。電子技術 の革命的 発展 の結果,電 子計算機 システムの進展は 社会 に広 く浸透 し,

いわゆ る高度情報化 社会 の実現 に向けての動 きが活発に な って い る。当然,情 報 処理技術 .

者雇用の必要性は 今後恒久 的に 高ま るであ ろ う。情 報処理 の業務は一般 に肉 体的 には軽作

業であ る反面,頭 脳 的には 高度 の知識 ・経 験が要求 され る ことを考 えると身 体障害 者の適

応でき る代表的職種 で ある。そ こで この機 会に身 体障害 者に対す る情報 処理技術 の研修の

場 を拡大 して,就 労 の増加 を図 るこ とは極 めて有意義であ る。 その ア プ ローチには種 々の

態様があ ろ うが,既 存の財 団法人情報 処理 開発協 会 情 報 処 理 研 修 セ ンターが この課 題に

取 り組むのが最 も効果 的で あ る。 国内及び 米国の実態 調査の結果 を総 合的に勘案す る と,

先ず情 報処理産 業に深 く関与 して いる民間企業 が結集 して,比 較 的小規模 の研修施設 を設

立 し,長 期的雇用 に直接 に結 びつ くよ うな カ リキ ュラムを編成 し,各 企業 の実 務者 を派遣

して教育 ・訓練 を支援 す る形態 が望 ま しい。

今後の産業用情報 処理機 器 ・シス テムは,中 小型 の計 算機 を核 として,イ ンテ リジ ェン

ト端 末装置な い しワークステ ーシ ョンを多数連繋 させ る方向に進 展す るであろ うか ら,研

修 施設において も大規模 な機器 を設 置す るこ とな く効果的 研修 を行 うこ とは可 能で ある。

人 口動態 調査に よる障害 者の発 現率,情 報 処理業 務へ の適性 等 を考 慮 して も,10万 人程度

の人 口で,か つ雇用機 関の 多い産業都市に立地すれば,米 国の成功 例 と同等 の効果が期待

でき る。前 記情 報処理研 修 セ ンタ ーが主導 してこのよ うな計 画の概 念設計 を進め,企 業,

官公庁,大 学 等の協 力を呼 び かけ,例 えば地域的 な身 体障害 者情報処理教育協議会の設置 を

促 進す るこ とは非常 に効果 的 であ る といえ る。

また,障 害 者の作業上 必要 な援 助機器の開発や情報収 集に も鋭意尽 力 し,障 害者の ハ ン

デ ィキ ャ ップの軽減化 を図 るの も,情 報処理研修 セ ンターの他の一 つの使命で あろ う。
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障害者の情報処理技術者養成の状況

これまでの

分

名 称 お よ び 住 所 開始 職 種 経 営主 体
受 講者 数

(現 在受講中の者も含む)

トー コ ロ情 報 処理 セ ンタ ー 57.4 プ ログラマ ・シ ス 社会福祉法人

〒 新 宿 区 西 早 稲 田2-2-803(204)0451

162全 国 財 団 ビル
テ ムエ ンジエ ア 東京 コ ロ ニ ー 20

名古屋市緑風荘 55.n プ ログラマ 社会福祉法人
後

引

〒 名 古 屋 市 千 種 区052(781)2841

464猫 ヶ 洞 通 り1-15
名 古 屋 ラ イ トハ ウ ス 17

名古屋 ライ トハ ウス明和寮 56.1 〃 ノノ

続
〒 名古屋 市港区十 一屋052(383)4531 〃 7

き
4551-70-5

緑 成 園 ワー ク シ ョ ップ 53. ノノ 社会福祉法人

就
〒 岩 見 沢 市 志 丈 町3010126(23)1Ul

O68
岩見沢緑成園 7

労
リ ハ ビ リ ー エ イ ト 54. プ ログラマ,オ ペ 社会福祉法人

可 一

㌫11札 幌郡 鴎 町字 西の 島・・6・1137(・)2111
レー タ 北 海道 リハ ビリ 9

能
太 陽の家職 能開発 セ ンタ ー(情 報処理 科) 54.10 プ ログラマ,シ ス 社会福祉法人

な
〒 別府 市 亀 川0977(66)0277

874-Ol
テ ムエ ンジ ニア 太陽の家 24

施
とおが さ作 業所 59.4 システムエ ンジニア 社会福祉法人

設
〒 沼 津 市 宮 本字 元 町5 ・-20559(23)7850
410-03

オペ レー タ 太陽の丘 6

アガペ 第一作業所 58.1 プ ログ ラマ,シ ス 社会福祉法人
一

憂8座 間市小 松原2⇒56・426(54)7111 テ ムエ ンジ ニア 日本キリスト教 奉仕 団 12

一 (株)吉 備NC能 力開発 セ ンター 58.4 NCプ ロ グラマ ㈱ 吉備NC能 力開
一

般 品.23御 津郡加茂 川町竹 部1973・8673(4)1212 発 セ ンタ ー 4

就 肢 体不 自由者職能 開発 セ ンター 43.1 プログ ラマ,オ ペ 財団法人肢体不自由

職 〒 新 宿 区 新 宿1-10-303(354)6544

160坂 栄 第 一 ビル
レ 一 夕 者 職能 開発 セ ンタ ー 209

を
国 立 職 業 リハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー 55.9 プ ログ ラマ 労働省

目

嘉 所 肺 並 木 ・ 一 ・ ・429(・ ・)171・1
56

的
横浜市職 能開発総 合 セ ンター 58.4 オ ペ レー タ 横浜市

に 一
T横 浜市 中区 山 下町2田045(651)2115 16

訓 231

練
兵庫県立身体障害者職業訓練校 57.4 プ ロ グ ラ マ 兵庫県 58…9

〒 神戸市垂 水区曙 町
673 57…1322

日 本 ライ トハ ウ ス 48. プロ グラマ 社会福祉法人 17

晶 大阪市観 ㌍ ㌍37・6(961)552・
日 本 ラ イ トハ ウス

S59,3月 現 在
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